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『日本学術会議憲章』 
（平成 20 年 4 月 8 日 第 152 回総会決定） 

 

科学は人類が共有する学術的な知識と技術の体系であり、科学者の研究活動はこの知的資産の外延的

な拡張と内包的な充実・深化に関わっている。この活動を担う科学者は、人類遺産である公共的な知的資産

を継承して、その基礎の上に新たな知識の発見や技術の開発によって公共の福祉の増進に寄与するととも

に、地球環境と人類社会の調和ある平和的な発展に貢献することを、社会から負託されている存在である。

日本学術会議は、日本の科学者コミュニティの代表機関としての法制上の位置付けを受け止め、責任ある研

究活動と教育・普及活動の推進に貢献してこの負託に応えるために、以下の義務と責任を自律的に遵守す

る。 

 

第１項 日本学術会議は、日本の科学者コミュニティを代表する機関として、科学に関する重要事項を審議

して実現を図ること、科学に関する研究の拡充と連携を推進して一層の発展を図ることを基本的な任務と

する組織であり、この地位と任務に相応しく行動する。 

 

第２項 日本学術会議は、任務の遂行にあたり、人文・社会科学と自然科学の全分野を包摂する組織構造

を活用して、普遍的な観点と俯瞰的かつ複眼的な視野の重要性を深く認識して行動する。 

 

第３項 日本学術会議は、科学に基礎づけられた情報と見識ある勧告および見解を、慎重な審議過程を経

て対外的に発信して、公共政策と社会制度の在り方に関する社会の選択に寄与する。 

 

第４項 日本学術会議は、市民の豊かな科学的素養と文化的感性の熟成に寄与するとともに、科学の最先

端を開拓するための研究活動の促進と、蓄積された成果の利用と普及を任務とし、それを継承する次世

代の研究者の育成および女性研究者の参画を促進する。 

 

第５項 日本学術会議は、内外の学協会と主体的に連携して、科学の創造的な発展を目指す国内的・国際

的な協同作業の拡大と深化に貢献する。                    

 

第６項 日本学術会議は、各国の現在世代を衡平に処遇する観点のみならず、現在世代と将来世代を衡平

に処遇する観点をも重視して、人類社会の共有資産としての科学の創造と推進に貢献する。 

 

第７項 日本学術会議は、日本の科学者コミュニティの代表機関として持続的に活動する資格を確保するた

めに、会員及び連携会員の選出に際しては、見識ある行動をとる義務と責任を自発的に受け入れて実行

する。 

 

 日本学術会議のこのような誓約を受けて、会員及び連携会員はこれらの義務と責任の遵守を社会に対して

公約する。 
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第１ 日本学術会議会長挨拶 

令和２年 10 月 1 日、第 25 期の日本学術会議は、日本学術会議が推薦した

会員候補者のうち６名が任命されないという異常事態の中で始まった。この

ようなことはあってはならないことであり、幹事会をはじめ、会員とも連携

をしながら、この問題の解決に向けて活動することとなった。残念ながら未

だに６名の候補者は任命されないままであり、引き続きこの問題の解決に向

けて行動していく必要がある。 

 

 それと共に、任命問題は日本学術会議が世間に知られる機会ともなった。

ただし、我々が知らされたのは、日本学術会議が何をしているか知らないと

いう多くの方々の意見であった。もちろん学術界を中心に、国内のみならず海外からも一刻も早い任命

を求めるという非常に多くの声明などに接し、大変勇気づけられたが、その一方で科学者や研究者の中

でも日本学術会議は自分たちと関係ないと思っている方々がいるということも知らされることになっ

た。現在、科学と学術が高度に発展し、社会の在り方を議論する際に科学的・学術的視点が大きな役割

を持つ時代になっている。またそのためにも、あるいは学術の発展そのものためにも世界の学術界との

連携が不可欠な時代であり、学術が果たさねばならない役割は非常に大きくなっている。一例をあげれ

ば地球温暖化の問題があろう。私たち、あるいは私たちの子孫が住み続けることができる地球を維持し

ようと思えば、CO2 の排出を実質ゼロ、それも 2050年までにそれを達成する必要があることが科学的に

言われており、その達成のためには科学に裏付けられた様々な技術革新が必要であり、そして社会シス

テムにも大きな変化を起こし、我々一人一人も行動を変えていく必要がある。もちろんこれらの変革は

世界的に進められるべきものである。地球温暖化の問題は科学だけでは解決できるものではないが、人

類と地球の健全な未来のために、世界の科学者が協力し、様々な学術が大きな貢献をすることなしには

解決が困難な課題である。これは１例であるが、明らかに我が国の科学者の内外に対する代表機関であ

る日本学術会議の役割は非常に大きい。 

 

それにも関わらず、日本学術会議が社会に知られていない、また研究者でも関係ないと思っている人

がいるという事実に危機感を抱き、日本学術会議の行う活動が日本と世界の学術の発展に、またより良

い社会の実現に貢献し、そしてそのような活動が社会にきちんと知られるようにすることを目標に、今

までの日本学術会議の活動を見直し、より良い日本学術会議のあり方の検討を第 25 期の当初から行っ

た。そして令和３年４月の日本学術会議総会で、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」が承認さ

れた。それを受けて、具体的な改革に着手し、現在に至っている。 

今年の年次報告は、第 25 期の日本学術会議の１年目の重要な活動として「日本学術会議のより良い

役割発揮に向けて」で記載した改革の方向性を紹介し、現在改革がどの程度進んでいるかを中心に報告

する。 

（会長 梶田 隆章） 
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第２ 日本学術会議の活動 

特集 1. 会員任命問題に関するこれまでの経緯 

 令和２年 10月１日の第 25期最初の日本学術会議第 181回総会は、異様な雰囲気の中で始まった。こ

の直前に今期の会員候補のうち任命されなかったものがいるということが一部報道等を通して会員の

間に知れることになったが、その経緯も知らされぬまま総会が開会されたからである。何が起こったの

かわからないにしても、ともかく第 25 期の執行部が決まらないことには、この問題への対応もできな

いとして、会長を選考し、執行部も決められた。 

 

そして、令和２年 10月２日の総会において、今期任命されなかった６名の会員候補について、その理

由が示されていないことは遺憾であり、その理由を説明していただきたい、また６名を速やかに任命し

ていただきたいとして、第 25期新規会員任命に関する要望書を決定し、内閣府に送付した。そして、10

月 16日にはこの要望書を会長から直接菅内閣総理大臣に手交した。また、10月 23日には井上内閣府特

命担当大臣（科学技術政策）に要望書を手交し、10 月 29 日には、本件について、井上内閣府特命担当

大臣と日本学術会議執行部との意見交換を行った。この席で、各部長からも任命問題について発言があ

り、日本学術会議としてこの問題の一刻も早い解決が日本学術会議の運営にとっても極めて重要である

ことを強調した。なお、こうした日本学術会議の取り組みに対して、数多くの国内の学協会や大学に加

え、国際学術団体などからも、声明などを通じて支持が寄せられたことを付記しておく。 

 

 その後も、井上内閣府特命担当大臣と会長・四役等との会合の度に任命問題の解決を求めたが、任命

問題の解決の兆しはみられなかった。そこで令和３年１月 28 日の幹事会で、いまだ任命されていない

６名が、すみやかに任命されることを強く求める日本学術会議幹事会声明「日本学術会議会員任命問題

の解決を求めます」（別添１）を決定し、内閣府に送付した。この声明では、６名が任命されないことに

より、日本学術会議の運営や職務の遂行に支障をきたす事態となっており、とりわけ６名が所属予定で

あった第一部（人文・社会科学）では 1割近い数の会員が任命されておらず、部会・委員会・分科会な

どの会務の遂行に困難が生じていることを強調した。また、令和３年４月に開催される第 182回総会で

は、日本学術会議のより良いあり方について意思決定すべききわめて重要な役割を担った総会であり、

これが法の定めを満たさぬままに開催されることは避けられねばならないとの思いも記載した。 

 

 その後、引き続き井上内閣府特命担当大臣との会合の場面でたびたび問題解決を訴えてきたが、令和

３年の４月の日本学術会議第 182 回総会に至ってもこの問題は解決しなかった。そのため、令和３年４

月 22 日日本学術会議総会として、日本学術会議が法定の手続に従い推薦したものの、いまだ任命され

ていない６名の候補者を即時任命するよう要求する声明「日本学術会議会員任命問題の解決を求めます」

（別添２）を採択し、同日、井上内閣府特命担当大臣に手交した。この声明では、内閣総理大臣は、早

急に残された６名の任命を行い、法定会員数 210名を満たす責務を負っているとし、また日本学術会議

の会員候補の選考と推薦が法第十七条及び関連諸規則に従ってなされる以上、任命権者には、日本学術

会議の推薦した候補者を会員として任命しなかったことについて、一般的な説明を超えた特段の理由を

示す責任があると指摘した。 

 

 声明の中で述べられているように、日本学術会議は第 182回総会での「日本学術会議のより良い役割



令和３年度 日本学術会議                                                         

Science Council of Japan 2021 

6 
 

発揮に向けて」の決定に基づき日本学術会議の改革を実行に移す重い責任がある。この重要な課題に取

り組む日本学術会議が、このまま法の定めを満たさぬ状態に置かれることはあってはならないと考える。

任命問題が解決されるまで日本学術会議としてこの問題にしっかり取り組んでいく必要がある。 

（会長 梶田 隆章） 
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（別添１） 
日本学術会議幹事会声明 

「日本学術会議会員任命問題の解決を求めます」 
 
日本学術会議（以下「本会議」）第 25 期の開始にあたり、第 180 回総会（第 24 期、令和 2 年 7 月

9 日）が推薦を決定した会員候補 105 名中 6 名について菅義偉内閣総理大臣が任命を見送ってからほ

ぼ 4 カ月が経過しました。その間、本会議は第 181 回総会（第 25 期、令和 2 年 10 月 1-2 日）にお

いて 2 点にわたる要望(別添)を決議し、会長から直接内閣総理大臣に手交しました。また、井上信治内

閣府特命担当大臣（科学技術政策）と本会議役員等との協議の場でもこの問題について提起してまい

りました。しかしながら、現在にいたるまで 6 名の任命は行われておりません。そのため、日本学術

会議法第七条に定められた会員 210 名をもって職務にあたるべきところが現員は 204 名にとどまり、

本会議の運営や職務の遂行に支障をきたす事態となっています。とりわけ 6 名が所属予定であった第

一部（人文・社会科学）では 1 割近い数の会員が任命されておらず、部会・委員会・分科会などの会

務の遂行に困難が生じています。私たちは、前例のないこの事態に直面して対応を迫られてきまし

た。 
今回の任命見送りについて、たびたび求めてきたにもかかわらず任命権者から本会議への正式の回

答や説明は一切行われておりません。このまま定数 210 名にたいし 6 名の欠員という法の定めを満た

さぬ状態が長く継続することは、本会議の独立性を侵す可能性があるものといわなければなりませ

ん。その是正をはかることができるのは、任命権者たる内閣総理大臣をおいてありません。 
本年 4 月には第 25 期二度目となる第 182 回総会が開かれます。この総会は、政府とも協議を重ねな

がら検討を進めてきた本会議のより良いあり方について意思決定すべききわめて重要な役割を担った

総会であり、これが法の定めを満たさぬままに開催されることは避けられねばなりません。本会議が

適正な選考手続きを経て推薦したもののいまだ任命されていない 6 名を、すみやかに任命されること

を強く求めます。 
令和 3 年 1 月 28 日 

日本学術会議幹事会    
会長     梶田 隆章 
副会長    望月 眞弓 
副会長    菱田 公一 
副会長    髙村ゆかり 
第一部部長  橋本 伸也 
第一部副部長 溝端佐登史 

 第一部幹事  小林 傳司 
 第一部幹事  日比谷潤子 
 第二部部長  武田 洋幸 
 第二部副部長 丹下  健 
 第二部幹事  尾崎 紀夫 
 第二部幹事  神田 玲子 
 第三部部長  吉村  忍 
 第三部副部長 米田 雅子 
 第三部幹事  沖  大幹 
 第三部幹事  北川 尚美 
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（別添２） 
声 明 

「日本学術会議会員任命問題の解決を求めます」 
 

（令和３年（２０２１年）４月２２日 第１８２回日本学術会議総会） 
 
日本学術会議（以下「本会議」）第 25 期の開始にあたり、第 180 回総会（第 24 期、令和２年７月９

日）が推薦を決定した会員候補 105 名中６名について内閣総理大臣が任命を見送ってから半年余が経

過しました。その間、本会議は第 181 回総会（第 25 期、令和２年 10 月１～２日）において２点にわ

たる要望（別添１）を決議し、会長から直接総理に手交しました。また、井上信治内閣府特命担当大

臣（科学技術政策）と本会議役員等との協議の場でもこの問題についてたびたび提起してまいりまし

た。さらに、令和３年１月 28 日には幹事会声明「日本学術会議会員任命問題の解決を求めます」（別

添２）を発出して、本会議のあり方について重要事項を決定すべき第 182 回総会までに６名を任命す

るよう重ねて強く求めました。こうした本会議の取り組みに対して、数多くの国内の学協会や大学に

加え、国際学術団体などからも、声明などを通じて、支持が寄せられています。 
しかしながら、現在にいたるまで６名の任命は行われておりません。そのため、日本学術会議法第

七条に定められた会員 210 名をもって職務にあたるべきところが現員は 204 名にとどまり、本会議第

182 回総会は、法定会員数のうち６名が欠けた状態で開催することを余儀なくされました。 
本会議第 25 期発足にあたってなされた任命の見送りについて、たびたび求めてきたにもかかわらず

任命権者から本会議への正式な回答や説明は一切行われておりません。十分な説明のないまま、定数

210 名に対し欠員６名という法の定めを満たさぬ状態が続くならば、それは本会議の独立性を侵す可

能性があるものといわなければなりません。その是正をはかることができるのは、任命権者たる内閣

総理大臣をおいてありません。 
日本学術会議法第七条は、上述の通り本会議が会員 210 名をもって組織されることを明記していま

す。また、会員の任命について同条第二項は法第十七条に従ってなされた本会議の「推薦に基づい

て、内閣総理大臣が任命する」とし、第三項は「３年ごとに、その半数を任命する」ことを定めてい

ます。したがって、内閣総理大臣には、第 25 期の発足にあたり、本会議の推薦に基づいて、105 名の

会員を任命することが法により義務づけられています。しかるに現時点までに任命されたのは 99 名に

留まることから、本会議第 25・26 期会員にかかる任命行為は法的には終了したとは言えません。内閣

総理大臣は、早急に残された６名の任命を行い、法定会員数 210 名を満たす責務を負っています。ま

た、本会議の会員候補の選考と推薦が法第十七条及び関連諸規則に従ってなされる以上、任命権者に

は、本会議の推薦した候補者を会員として任命しなかったことについて、一般的な説明を超えた特段

の理由を示す責任があります。 
本会議第 182 回総会は、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて（案）」を審議し決定するとい

う重要な責務を負っています。さらに第 25 期の本会議には、この決定に基づき本会議の改革を実行に

移す重い責任があります。この重要な課題に取り組む本会議が、このまま法の定めを満たさぬ状態に

置かれることはあってはなりません。本会議第 182 回総会は、日本学術会議会則第二条に定められた

「声明」として、本会議が法定の手続に従い推薦したものの、いまだ任命されていない６名の候補者

を即時任命するよう要求いたします。 
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日本学術会議会長談話 
第 25 期日本学術会議発足 1 年にあたって（所感） 

 
令和 3 年 9 月 30 日 
日本学術会議会長 

梶田隆章 
 
はじめに 
明日、令和 3 年 10 月 1 日をもって、第 25 期日本学術会議の発足からちょうど 1 年を迎えます。 
この１年は、「科学が文化国家の基礎であるという確信に立つて、科学者の総意の下に、わが国の平和

的復興、人類社会の福祉に貢献し、世界の学界と提携して学術の進歩に寄与することを使命」（日本学術

会議法前文）として設立された日本学術会議にとって、その存在の意味を深く厳しく問い返すことを求

められる試練の１年となりました。 
 

第 25 期・第 26 期会員任命問題をめぐって 
第一に、日本学術会議法の規定により日本学術会議（以下「本会議」）から推薦された会員候補 105 名

が任命されるべきであるにもかかわらず、菅義偉内閣総理大臣が任命したのは99名にとどまりました。

残る６名は理由の提示もないまま除外され、法の定めを満たさぬ状態が 1 年に及んでいます。その間、

本会議は、①第 181 回総会の場での緊急の要望書の決定（令和 2 年 10 月 2 日）、②菅内閣総理大臣へ

の要望書手交（同 10 月 16 日）、③本会議幹部が井上信治内閣府特命担当大臣（科学技術政策）と面談

した際の要望伝達（同 10 月 29 日以降、面談の度に実施）、④幹事会声明「日本学術会議会員任命問題

の解決を求めます」の発出（令和 3 年 1 月 28 日）、⑤第 182 回総会における声明「日本学術会議会員任

命問題の解決を求めます」（同 4 月 22 日）の発出を行い、一貫して６名の会員候補者の即時任命を求め

るとともに、任命しなかった理由の説明を求めてきました。同時に、法の定めを満たさぬ状態を是正で

きるのは任命権者たる内閣総理大臣をおいて他になく、内閣総理大臣はその義務を負っていることも指

摘してきました。しかし残念ながら、１年を経過した現時点でも問題の解決も説明もなされぬ状況が続

いています。法に基づき設置・運営される本会議にとって、このような状態の長期化はとうてい受け入

れられるものではありません。その解決を図ることが、以下に述べる諸課題に取り組むためにもきわめ

て重要であることは論をまちません。 
 

「より良い役割発揮」のための改革 
第二に、任命問題を皮切りに本会議の存在が従来とは比較にならぬレベルで認知されて、その存在意

義や役割、活動をめぐって多種多様な議論が巻き起こりました。しかしこれらには、残念ながら事実に

基づかずあるいは歪めた議論も少なからず含まれました。これに対し本会議では、誤解や曲解を正すだ

けではなく、本会議の役割と活動についてより積極的に広く理解が得られるようにするための広報活動

の抜本的強化を図り、Q&A の作成や記者会見の月例化などに取り組んできました。同時に、本会議自

体が時代と学術のあり方の変化に機敏に対応しつつ、本来求められる役割をより良く発揮するための自

己点検と自己改革を進めることを目的とした内部的な議論を進めてきました。会員・連携会員・学協会

等とたびたび行った意見聴取を通じて明らかにされた改革課題とその解決の方向性は、本会議にふさわ
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しい設置形態についての考え方も含めて、第 182 回総会で決定した「日本学術会議のより良い役割発揮

に向けて」に詳述されています。現在も、そこに示された改革課題の具体化のための討議や組織改編に

取り組んでいます。同時に、本会議がみずから示した改革課題について、各種団体や諸外国のアカデミ

ー関係者との意見交換をはじめ外部にも開かれた対話の活動も進めてきました。政策的意思決定のため

の科学的助言のあり方を見直す課題は、そのなかでも特に喫緊のものであると考えています。後述の感

染症や気候変動に加えて、SDGs に掲げられた諸目標の達成など、すべての学問分野の積極的な関与抜

きにはなしえぬ課題が国際的にも国内的にも山積するなか、学術の自立性と自発性に基づきつつこれら

人類的な諸課題に機動的に取り組むためにも、本会議の「より良い役割発揮」をはかることが不可欠で

す。そのための努力を急ピッチで進めているところです。 
なお、本会議内部の自己改革の議論とは別途、内閣府に設けられた総合科学技術・イノベーション会

議の有識者議員懇談会でも本年 5 月以降、「日本学術会議の在り方に関する政策討議」が継続的に行わ

れています。職務上、同会議の議員でもある私（本会議会長）は、本会議の活動の実績と改革課題につ

いて理解を得るための努力を重ねているところであり、建設的な対話を通じて有意義な結論が得られる

よう協力してまいります。 
 

新型コロナウイルス感染症や気候変動など社会課題への対応 
第三に、昨年来世界を襲っている新型コロナウイルス感染症のパンデミックのなかにあって、多くの

国・地域で、人びとの思いや行動と世論、科学的に裏付けられた知見とそれに基づく科学的助言、そし

て政治的意思決定との関係の難しさが浮き彫りになってきました。このことは日本も例外ではありませ

ん。そうしたなかで本会議は、第 24 期に複数の提言を発出したのに加えて、今期は関連学協会とも緊

密に協力し、新型コロナウイルス感染症についてのさまざまの不安や疑問に科学の立場から応え、多方

面にわたる最先端の研究成果を広く社会に伝える活動に系統的に取り組んできました。異常気象などで

人びとのいのちや財産が脅威にさらされる中、気候変動問題への対処、カーボンニュートラルの実現と

いう社会課題について、学術の諸分野が連携・協力するために連絡会議を設置し、中長期的な視点をも

って俯瞰的で総合的な検討を行う取り組みも進めています。同時に、世界のアカデミーと協力しながら、

G7 や G20 など各国首脳に宛ててパンデミックや気候の危機のもとで明るみに出された科学の役割や社

会課題とその解決に向けた提言を発出する国際活動にも取り組んでいます。 
これらの活動をさらに活発に進めるためには、本会議の従来の組織や運営のあり方の抜本的な見直し

も必要であり、会員・連携会員や学協会の積極的な創意と参加のもとで、新たな組織や活動のあり方を

模索する取り組みも進めています。本会議の多様な委員会・分科会が協力してカーボンニュートラルの

実現に向けた課題・解決策、新型コロナウイルス感染症とその社会的影響への対応やパンデミックに備

える社会システムの構築などについて審議するための連絡会議を設置するなど、すでに新たな組織づく

りを推進しているところですが、それにくわえて関係諸機関・諸団体との連携をさらに深化させてまい

ります。 
 

おわりに 
パンデミックや気候変動によって浮き彫りにされる世界規模の危機は、それを解決するための科学技

術の飛躍的発展の必要性を示しています。その一方で、科学や技術に対する根深い不信や反感が人びと

に広がり、科学的に正しいとされる施策が十分に理解を得られぬ事例も世界中で噴出しています。これ
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ら解決の求められる諸課題には、人文・社会科学的な知見も踏まえた総合知に基づくアプローチがこと

のほか重要になっています。そのためにも、学術研究に携わる者が広く社会のさまざまな立場の人びと

や政治との対話を繰り返し、相互の立場や役割を尊重しながら、時には批判的な観点も含めて共有し議

論する必要性も明らかになっています。率直な対話の土台となるのは相互の信頼ですが、現在の危機は

人びとを分断させて信頼を断ち切るものであることが広く指摘されています。その打開は広く社会全体

でなされるべきものですが、学術の立場からなしうる貢献にも多くのことがあるはずです。 
科学的知見を尊重した政策的意思決定がこれまでにも増して求められる現状にあって、日本の科学者

の代表機関としての本会議が科学者としての専門性に基づいて推薦した会員候補者が任命されず、その

理由さえ説明されない状態が長期化していることは、残念ながら、科学と政治との信頼醸成と対話を困

難にするものだと言わなければなりません。第 25 期発足から 1 年にあたり本会議は、第 182 回総会声

明を再度確認して、相互の信頼にもとづく対話の深化を通じて現在の危機を乗り越える努力が重ねられ

ることを強く希求いたします。本会議のより良い役割発揮のための自己改革もそのような努力の一環で

あり、本会議の機能強化を通して、現在の困難な状況を乗り越え希望にあふれた未来の創出のために努

力していきたいと考えます。 
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特集２.日本学術会議のより良い役割発揮に向けて 

（１）総論（作成までの経緯） 

① 報告書の概要 

  令和３年４月の第 182 回日本学術会議総会において承認された「日本学術会議のより良い役割発揮

に向けて」は、令和２年 10 月の第 25 期発足当初から、幹事会を中心に議論を行い、会員及び連携会

員だけでなく、広く学協会や国民の皆様などからの御意見もいただきながら取りまとめたものである。 
  この報告書は、政府から提起された日本学術会議の設置形態をめぐる検討の結果について詳述した

上で、日本学術会議自身が改革課題と考えて検討した 
(ⅰ) 国際活動の強化 
(ⅱ) 日本学術会議の意思の表出と科学的助言機能の強化 
(ⅲ) 対話を通じた情報発信力の強化 
(ⅳ) 会員選考プロセスの透明性の向上 
(ⅴ) 事務局機能の強化 
の５項目それぞれについて、基本的認識や改革の方向性とともに、具体的な取組まで記載している。 

  日本学術会議のより良い役割発揮に向けた設置形態に関しては、ナショナルアカデミーとしての役

割を担う上で不可欠である 
(a) 学術的に国を代表する機関としての地位 
(b) そのための公的資格の付与 
(c) 国家財政支出による安定した財政基盤 
(d) 活動面での政府からの独立 
(e) 会員選考における自主性・独立性 
の５つの要件をすべて満たすことが必要であるとした。現在の設置形態はこの５要件を満たしており、

現在の設置形態を変更する積極的理由を見出すことは困難である。しかしながら、もしも仮に国の機

関以外の設置形態を採用するとなれば、５つの要件すべてを満たす特殊法人は考える余地がないわけ

ではないとした。 
  日本学術会議のより良い役割発揮に向けた５項目の取組事項については、次項以降で詳述する。 
 
② 作成までの経緯 

  「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」は幹事会による中間報告（令和２年 12 月）や素案

（令和３年４月）の作成・公表を経て、日本学術会議総会での承認にいたったものであるが、その過

程では幹事会内あるいは会員内にとどまらず、連携会員、協力学術研究団体等の学協会やその連合体、

産業界、さらに国際学術団体とのあいだで様々な意見交換を繰り返し行った。 
  まず、令和２年 11 月には、アンケート方式で会員に対する意見聴取を行い、142 名の会員から回

答を得た。同年 12 月には、日本学術会議に設置されている 30 の分野別委員会の委員長との懇談を実

施し、日本学術会議の在り方について意見交換を行った。これらの議論を経て、同年 12 月に幹事会

において取りまとめたのが「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて（中間報告）」である。 
  この中間報告について、令和３年１月、会員のみならず、連携会員や協力学術研究団体に対しても

アンケートを実施し、150 名の連携会員、303 団体の協力学術研究団体から御意見をいただいた。 
  また、広く国民の皆様にナショナルアカデミーについて知っていただき、また御意見をいただくた
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め、同年２月に日本学術会議主催学術フォーラム「危機の時代におけるアカデミーと未来」を開催し

た。この学術フォーラムでは、井上信治内閣府特命担当大臣（科学技術政策）による特別講演、ダヤ・

レディー国際学術会議会長及びエイドリアン・スミス英国王立協会会長によるナショナルアカデミー

の役割についての講演が行われた。また、ナショナルアカデミーへの期待と要望について、学術界の

みならず、須藤亮産業競争力懇談会専務理事、篠原弘道 NTT 取締役会長、門田守人日本医学会連合・

会長など、産業界や医学界からも講演をいただき、さらに若手アカデミーのメンバー３名にバネルデ

ィスカッションに加わってもらい、日本学術会議の在り方について多角的な議論を行った。 
さらに、同年３月、８回にわたって幹事会構成員と会員との意見交換の場を設け、114 名の会員と

議論を行い、同年４月、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて（素案）」を取りまとめた。 
  この素案の取りまとめ以降も、会員への意見照会を行った上で、令和３年４月の第 182 回日本学術

会議総会における２日間にわたる議論・修正を経て、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」を

同総会で承認するにいたった。 
  このような作成過程における中間報告や素案などの資料については、学術会議記者会見での説明や

日本学術会議ホームページへの掲載を行うことにより、その検討過程を広く明らかにしてきた。また、

政府側の窓口である井上信治内閣府特命担当大臣（科学技術政策）とも幾度となく意見交換を行い、

日本学術会議における検討状況やその内容について説明を行ってきたことも付言しておきたい。 
 
③ 今後の方向 

  上述した会員との意見交換の中では、設置形態の見直しの議論以前に、提言機能の強化など、より

良い役割発揮に向けて見直しを進め、ナショナルアカデミーとしての機能を充実させることが重要だ

との意見が大勢であった。現在の設置形態を変更する積極的理由を見出すことは困難であり、また、

国の機関以外の設置形態とする場合には個別法を制定して5要件すべてを満たす特殊法人を考える余

地がないわけではないとした検討結果、そして科学や学術が社会や世界の未来を考えるうえで非常に

大きな役割を果たす時代になったという認識を踏まえ、日本学術会議としては、国民の幅広い理解や

支持の下でナショナルアカデミーとしての機能をより良く発揮できるよう、後述する各項目を中心と

した改革を着実に進めていく考えである。 
（会長 梶田 隆章） 
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（２）国際活動の強化（取り組み状況） 

国際活動の強化に向けた取組の方向性としては、４月の総会において取り

まとめた「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」において確認された

国際活動の意義を踏まえ、新型コロナウイルス感染症対策や気候変動問題

（カーボンニュートラルの実現）といった新たな地球規模の社会課題への対

応をはじめ、国際学術団体や各国アカデミーとの交流や連携のさらなる強化

を行うこととしている。 

日本学術会議は現在 44 の国際学術団体に加盟しているが、学術に関わる

国際基準制定の場でもある国際学術団体に適切な人材を積極的に送ること

は、日本の学術の影響力を高める上でも極めて重要である。併せて、国際学

術団体や各国アカデミーとの交流や連携の場に優れた次世代科学者が参加する機会をより幅広く創出・

拡大することを追求することも必要である。 

また、これら日本学術会議の国際活動の成果を社会に還元するため国民・社会への広報・発信を強化

するとともに、日本の学術の成果や日本学術会議の活動成果の国際的な情報発信を強化することとして

いる。 

具体的な活動の進捗状況としては、まず国際学術団体との交流・連携強化をさらに前進させるため、

国際学術会議（ＩＳＣ）等、国際学術団体における役員レベルの参画拡大を追求することとしている。

特に世界最大の分野横断的国際学術団体であるＩＳＣは、今年 10 月に理事選挙が行われるが、日本学

術会議からも候補者を推薦し、日本学術会議全体として支援しているところである。また、日本学術会

議では、本年８月に、ＩＳＣ傘下の国際学術団体に役員として参画している会員等と、交流・連携のた

めの会合を実施した。このような異なる分野の国際学術団体をまたぐ意見交換会は新しい取組であり、

日本学術会議を通じた国際学術団体間での連携推進や、国際学術団体の活動成果の発信強化等、様々な

意見が出された。今後、ＩＳＣ傘下の国際学術団体以外の加盟国際学術団体にも拡大し、国際学術団体

の役員を務める会員等が、互いに交流・連携できるプラットフォームの構築に向けて検討していく方針

である。 

 次に、各国アカデミーとの交流・連携強化としては、まず、Ｇサイエンス学術会議について、来年の

主催アカデミーであるドイツ・レオポルディーナにより次回会合の開催準備が進められており、日本学

術会議も共同声明の取りまとめに向けて連携しているところである。その一環として、本年 10 月に開

催されるＳＴＳフォーラムにおいては、日本学術会議が各国アカデミー会長会合を主催するが、会合テ

ーマについては、レオポルディーナとの協議により、来年のＧサイエンス学術会議のテーマに関連した

「海洋及び極地への気候変動の影響（仮訳）」を設定し、日本学術会議会長とレオポルディーナ会長が共

同議長を務めることとなった。日本学術会議は、レオポルディーナと緊密に連携しながら、20を超える

参加アカデミーや国際学術組織の代表と意見交換を行うこととなっている。なお、令和５年のＧサイエ

ンス学術会議は、日本学術会議が主催アカデミーとなることが決まっており、今後もさらに、各国アカ

デミーとの交流・連携を強化していく。また、今年度開催予定の「持続可能な社会のための科学と技術

に関する国際会議」においては、「ネットゼロ・エミッションー達成に向けた学術の役割（仮）」をテー

マに、英国王立協会等との連携を検討することとしている。 

最後に、情報発信の強化については、国際活動を広く国民・社会に知らせるため、まずは、日本学術

会議が加盟する国際学術団体の活動、成果等を国民・社会に対し可視化することに取り組んでいる。本
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年２月には、学術フォーラム「新たな地球観への挑戦―地球惑星科学の国際学術組織の活動と日本の貢

献―」が開催され、地球惑星科学に関する国際学術団体における連携・協力を通じて日本の科学者が果

たしてきた役割や将来への展望について報告がなされた。このような活動成果をわかりやすく説明する

取組を拡げるとともに、各加盟国際学術団体の活動成果等についても、新たに取りまとめ、今後ホーム

ページ等で発信していくこととしている。 

（副会長 髙村 ゆかり） 
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（３）意思の表出と科学的助言機能の強化 

① 報告書の概要 

日本学術会議は、政府からの諮問への答申、政府への勧告、要望、声明、 
提言、報告、回答からなる「意思の表出」の権限を有しており、これは日本 
学術会議の活動の中核である。これらの意思の表出には、科学者としての 
独立した立場からより広い視野に立った社会課題の発見や、中長期的に未 
来社会を展望した対応のあり方の提案が期待されており、個別政策課題に 
即して設置される審議会等とは異なる日本学術会議固有の役割がある。総 
合的・俯瞰的な視野に立った学術の発展の方向性について、審議・提案す 
ることは日本学術会議が取り組むべき大切な任務であり、科学的助言の実 

現過程を検証して実効性を担保するとともに、提案の意義について社会的理解を得るための努力も求

められている。 
このような基本的認識の下、従来の提言等のあり方を見直し、課題設定から実現に至るまでを見通

した仕組みの点検と再構築が必要であることから、以下の取組を行うこととしている。 
・委員会・分科会間の横断的な交流・連携や合同審議・提言などを可能にするとともに、その結果を

検証する仕組みの整備 
・特に重要なものや緊急性を要するものについては、会長や幹事会の主導による課題設定や横断的審

議の実施 
・常設的に設けるべき分科会（例えば国際学術団体対応分科会等）、数期にわたって継続的に設置する

分科会、当該期限りの分科会などの整理 
・学協会、政策立案者（立法府、各府省、地方行政関係者等）、専門職団体、産業界、ＮＧＯ・ＮＰＯ

その他多方面の当事者等との意見交換・情報共有等を図る仕組みの構築 
・科学的助言が政策や社会にどのように受け止められ、どのような成果を生んだのかを不断に点検・

評価する活動 
・中長期的な審議事項（例：SDGs、基礎研究力強化など）への対応の検討 

 
② 取組状況 

「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」において、意思の表出と科学的助言機能の強化とし

て記載した具体的取組については、すでにいくつか必要な規則改正などを行ってきた。まず、委員会・

分科会間の横断的な交流・連携を実現するため、令和３年６月の第 313 回幹事会において「委員会等

連絡会議の設置について」を決定した。これは、 
・連絡会議を設置する課題は、委員会等からの申し出に基づき、幹事会の意見を聞いて会長が決定す

ること 
・連絡会議の構成員は、幹事会構成員から会長が指名する者、及び課題に関係する委員会等の構成員

のうちから当該委員会等の長が指名する者であること 
・連絡会議を開催したときは、その議題及び審議の概要を幹事会に報告すること 
などを定めたものである。これに基づき、同年６月には「カーボンニュートラル（ネットゼロ）に関

する連絡会議」、７月には「「持続可能な発展のための国際基礎科学年 2022」(IYBSSD2022) 連絡会

議」及び「パンデミックと社会に関する連絡会議」の設置が決定されており、すでにそれぞれ取り組
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むべき課題について、関係する委員会等による交流・連携が始められているところである。あわせて、

連絡会議に関する事務を処理するため、事務局に「総合企画調査推進チーム」を設置し、事務局体制

も整備している。 
  日本学術会議は会則及び内規により、課題別委員会を設置して社会が抱えるその時々の課題のうち

特に重要な課題について審議し、科学者コミュニティを集約した適切な意見を時宜に応じて提言する

こととしている。第 25 期には現時点までに、防災減災学術連携委員会、人口縮小社会における問題

解決のための検討委員会、フューチャー・アースの推進と連携に関する委員会、オープンサイエンス

を推進するデータ基盤とその利活用に関する検討委員会、自動運転の社会実装と次世代モビリティに

よる社会デザイン検討委員会、学術情報のデジタルトランスフォーメーションを推進する学術情報の

基盤形成に関する検討委員会、大学教育の分野別質保証委員会、我が国の学術の発展・研究力強化に

関する検討委員会、ヒトゲノム編集技術のガバナンスと基礎研究・臨床応用に関する委員会を設置し

ており、部を超えた議論を行っているところである。 
  また、科学的助言機能である「提言」等の在り方についても見直しの検討に着手している。令和３

年６月には、幹事会から会員及び連携会員に対して、見直しの方向性に関する資料を送付して検討を

呼びかけるとともに、これを公表している。そこでは、日本学術会議が行う意思の表出の現状と課題

や、第 25 期におけるこれまでの取組の経緯を整理した上で、当面の改革の方向性を提示している。 

この改革は、日本学術会議が社会の要請や課題を先取りし、学術分野横断的に、総合的俯瞰的な観点

から科学的助言を行えるような仕組みを構築することを目標とするものであり、以下のような事項に

ついて検討を進めることとしている。 
○意思の表出のあり方についての見直し 
・「総合的・中長期的課題」に関わる提言発出とそのための仕組みの検討 
・分科会からのボトムアップ型（専門的で分野連携的なもの）の「意思の表出」のあり方の検討 
・緊急に科学的助言が求められる事態や外部からの依頼等に対応する提言の扱い 
・インパクトレポートの在り方を含む、「提言」等の波及効果を確認・検証する方法の検討 

○分科会の設置及び活動の見直し 
・今期（第 25 期）中に可能なところから改善に着手し、次期（第 26 期）に向けて設置される分科

会等の適正数・適正規模（委員数）の検討 
・新規課題に適時に対応できるような分科会設置のあり方の検討 
・「提言」策定に特化しない分科会活動のあり方 
このような改革の内容については、幹事会のみならず、令和３年８月に開催された各部の部会にお

いても議論されており、改革の具体化に向けた検討を開始しているところである。 
このほか、外部との意見交換の多様化に関しては、学協会との関係について科学者委員会学協会連

携分科会において検討を開始するとともに、大学関係団体との関係として、国立大学協会、公立大学

協会、日本私立大学連盟、日本私立大学協会との会長同士の意見交換を実施し、今後も定期的な意見

交換を実施することとしている。 
  引き続き、会員及び連携会員等との意見交換を通じて具体的な検討を進め、「日本学術会議のより

良い役割発揮に向けて」において、意思の表出と科学的助言機能の強化として記載した改革事項を着

実に実現していきたいと考えている。 
（副会長 菱田 公一） 
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（４）対話を通じた情報発信力の強化 

科学研究の進歩のためには、成果の社会還元のみならず、国民の理解と指示を得て共に推進していく

姿勢が不可欠との認識の下、日本学術会議は研究者コミュニティと社会各層の間で、相互理解や合意形

成を促すファシリテータとしての役割を担っていきたいと考えている。 
そのため、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」では、科学的助言の発出を中心とした一方向

性のコミュニケーションのみならず、学協会との連携や助言内容を周知して浸透を図る努力、社会の意

見を聞き取る取組を強化するとともに、それがどのように社会に受け止められ、政策立案に貢献したか

をフォローアップしていく方針を示した。 
この方針を踏まえ、外部とのコミュニケーションを担う分科会と一本化し、新たに科学と社会委員会

に「政府・産業界・市民との連携強化分科会」（菱田公一委員長）を設置するとともに、メディア対応を

含めた広報機能を幹事会附置広報委員会に新設した「国内外情報発信強化分科会」（狩野光伸委員長）に

集約した。これらを母体として一元的な情報発信に努めるとともに、以下のような取り組みに着手した。 
 

  
 
① 研究者コミュニティとの対話 

我が国の科学者を代表する機関として、日本学術会議は研究者コミュニティとの双方向のコミュニ

ケーションを抜本的に強化する必要がある。そのため、まず、学協会との連携強化に取り組んだ。そ

のため、前期に引き続き科学者委員会に「学協会連携分科会」（米田雅子委員長）を設置し、各部ごと

の状況の違いを整理した上で、学協会とも意見交換しながら、具体的な連携の進め方を検討するとと

もに、学協会と日本学術会議との連携の現状等に関する調査の準備を進めている。 
また、特に理工学系を中心とした第 3 部においては、理学・工学系学協会連絡協議会を今期は、こ

れまでに令和２年 10 月と令和３年６月の２回開催し、日本学術会議のあり方の見直し等について、

65 の学協会と意見交換を実施した。（※10 月は 53 学協会が参加） 
 
② 国民との対話と科学の成果を還元する情報発信力の強化・広報部署の強化 

＜メディアを介した情報発信＞ 

第 25 期においては、これまで基本的に４半期に一度の頻度で開催していた記者会見を、原則とし

て、幹事会の後に開催することとした。 

記者会見には、会長及び副会長が出席し、幹事会における議 論や決定事項の説明や、学術フォー
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ラム・公開シンポジウムを紹介するとともに、記者からの質疑 

応答の時間を設けている。 

幹事会における決定事項を直後に開催する記者会見で説明

することで、メディアに対してタイムリーに情報を発信するこ

とができた。 

 

 

  ＜オンライン会議、ICT 基盤の強化＞    

日本学術会議においては、コロナ禍の影響もあり、総会を始め、幹事会、各委員会、さらには学術

フォーラムやシンポジウムなどがオンラインにより開催されている。 

また、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」では、デジタルトランスフォーメーションに対

応した業務改革、システム環境の整備の観点から、「会議やフォーラム等のオンライン開催を推進」、

デジタル化の進展に応じたシステム環境を整備」とされていることから、日本学術会議内での効率的

な委員会の審議や提言等作成のため、日本学術会議無線 LANの拡充、学術情報ネットワーク（ＳＩＮ

ＥＴ）への接続、国際学術無線 LANローミング基盤（ｅｄｕｒｏａｍ）の導入を進めるとともに、会

議室へのオーディオインターフェイスの導入、ＰＣの更新などオンライン配信機材の充実を図りつつ、

ＺＯＯＭやＹｏｕＴｕｂｅなど動画配信プラットホームを活用したオンライン会議の実施に努め、遠

隔地においてもリアルタイムで参加のできる環境を整備

し、総会や学術フォーラムなどをハイブリッド方式で開催

している。学術フォーラムにおいては参加者が大幅に増加

しており、千名近い参加者があるケースもでてきている。 

更には、円滑かつ効率的な委員会運営のため、クラウド・ 

コンテンツ・マネジメント「ＢＯＸ」や議事録作成ソフトな 

どの導入を進めている。 

 

 

③ 科学的助言を巡る関係者、関係機関との対話 

科学的助言が有効に機能するためには、発信する側と受け手の双方の間の信頼感を高める必要があ

る。そうした観点から、本年２月には「危機の時代におけるアカデミーと未来」を開催し、井上信治

内閣府特命担当大臣（科学技術政策）にも参加いただき、アカデミーのあり方について意見交換を行

った。また、日本学術会議には、科学的助言を受け止め実行することが期待される、政府、産業界等

との対話を積極的に行うことが重要であるとの認識の下、その実施母体として、上述の「政府・産業

界・市民との連携強化分科会」を設置し、民間出身の会員も加えている。 
また、一部の分野では先行した取り組みも進んでおり、防災減災学術連携委員会は、（一社）防災学

術連携体と共同して「防災に関する日本学術会議・学協会・府省庁の連絡会」を８月３日に開催し、

地球温暖化の影響などで近年激化する気象災害への対応をテーマに、内閣府政策統括官（防災担当）

の参加も得て、日本学術会議、約 60 の学協会と内閣府及び国土交通省が意見交換を行った。この他

にも、20の分科会、委員会等で行政や産業界の者を招聘して意見交換を実施している。 
（副会長 菱田 公一） 

  

記者会見の様子 

総会の様子 
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（５） 会員選考プロセスの透明性の向上、事務局機能の強化 

① 会員選考プロセスの透明性の向上 

  日本学術会議会員について、日本学術会議法第 17 条では「優れた研究又は業績がある科学者のう

ちから会員の候補者を選考」すると定められており、個別分野の利益代表ではなく、学術全体を念頭

に個別利害から独立して思考し活動する高い見識と能力が求められる。また、優れた研究又は業績が

ある会員及び連携会員が適切な次の候補者を推挙するという現在のコ・オプテーション方式は、海外

の多くのアカデミーで採用されている標準的な会員選考方式であり、これにより、年齢やジェンダー、

地域などの多様性が確保されている。 
  第 182 回日本学術会議総会（令和３年４月）において承認された「日本学術会議のより良い役割発

揮に向けて」においては、このような基本的な認識の下、選考に関する説明責任を強化し、より良い

選考を実現するため、以下のような具体的な取組を行うこととしており、幹事会及び選考委員会にお

いてその具体化に向けた議論を開始したところである。 
・日本学術会議の独立性に関わるコ・オプテーションの原則を確保しながら、選考に関する説明責任

を強化するために、様々な取り組みを実施 
・会員選考理由、業績、及び会員としての抱負を公表 
・大学や研究機関以外で優れた研究や業績がある会員を増やすとともに、地域やジェンダー、年齢、

所属等の観点からの多様性の確保 
・期毎に求める人材像を明確にし、選考方針を作成して公表。その際、外部有識者をはじめ、幅広く

第三者からも意見を徴する仕組みの導入 
・分野別の選考に際しては分野の異なる委員の参画などを検討 
・学術の動向を的確に把握し、学際的分野からの会員候補選考を強化するため、第 25 期会員の選考

に当たって実施した部を超えた枠の設定を拡大 
・協力学術研究団体への候補者の情報提供依頼のあり方の見直しとともに、協力学術研究団体以外の

諸団体（大学、産業界、ＮＰＯ・ＮＧＯ等）からの候補者に関する情報提供の検討 
（副会長 望月 眞弓） 

 
② 事務局機能の強化 

  現在、約 50 名の日本学術会議事務局職員が 2,000 名を超える会員、連携会員等の活動を支えてい

るが、より良い役割発揮のためには、企画調整、国際業務、調査分析、広報、ＩＣＴなどの高度の専

門性を備えた人材の確保が求められる。第 182 回日本学術会議総会（令和３年４月）において承認さ

れた「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」においては、具体的には以下のような取組を行う

こととしている。総合企画・調査体制の整備として、事務局内に「総合企画調査推進チーム」を設置

するなど、すでに実行に移されているものもあるが、令和４年度での実施に向け、必要な予算及び定

員の要求を行っている。 
・課題設定や調査機能を担う総合企画・調査体制の整備 
・広報、情報発信、国際対応等に関する高度な専門性を持った事務体制の構築や、法令に明るく組織

運営に熟練した人員の配置など、事務的人材リソースの充実 
・デジタル・トランスフォーメーションに対応した業務改革、システム環境の整備 
・国際対応、調査分析、情報発信等に関する専門性、知見を有する任期付職員や学術調査員等の採用、
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意思形成への補助的参画 
・各部、委員会等の活動を直接サポートする若手研究者を学術調査員として積極的に採用 
・学術調査員の学界での位置づけの明確化 

（副会長 望月 眞弓） 
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特集３.新型コロナウイルス感染症に対する取組 

令和２年１月の中国武漢市での肺炎の流行の報告に始まった新型コロナウイ

ルス感染症（COVID-19）は、同年 3 月 11 日には WHO がパンデミック宣言を

するまでに拡大した。それから１年半以上を経過した現在（令和３年８月）に至

るも、いまだに感染が制御されているとは言い難く、日本各地で緊急事態宣言が

発令されている状況にある。 
これまでに経験の無い新しい感染症への対応は、科学と感染症との綱引きで

もある。日々新たな研究成果が出てくる中で、科学者コミュニティには、最新の

学術成果に基づいた見解や提案をタイムリーに政府や社会に届け、社会の不安

に応える努力が求められる。現在、COVID-19 に対する緊急的な対策について

は、政府とその下に設置されている新型インフルエンザ等対策推進会議基本的対処方針分科会や新型コ

ロナウイルス感染症対策アドバイザリーボードなど専門家から成る複数の会議体で検討されている。日

本学術会議（以下、日学）としては、日学の特徴を生かし多方面の分野の科学者の意見を集約し、総合

的・中長期的な視点から COVID-19 について議論し情報発信することを中心に据え、緊急的に情報発信

すべきことについては、声明の発出や学術フォーラムの開催などで対応するという方針で活動してきた。 
令和２年 1 月には第二部を中心に議論を開始し、令和２年２月には第二部に「大規模感染症予防・制

圧体制検討分科会」を設置した。この分科会を中心に COVID-19 に関する議論を進め、声明、提言、G
サイエンスやサイエンス 20 との共同声明の発出などに関わってきた。この他、日学内の多くの分科会

が、関連学協会と連携して市民向けの学術フォーラム、公開シンポジウムなども数多く開催し、市民へ

の正確な情報提供を行なってきた。以下に、これまでの取組のあらましを解説する。 
 
（１）日本学術会議からの意思の表出（表１） 

第二部附置の分科会「大規模感染症予防・制圧体制検討分科会」からは第 24期中に２つの提言「感

染症の予防と制御を目指した常置組織の創設について」（令和２年 7 月）、「感染症対策と社会変革に

向けた ICT基盤強化とデジタル変革の推進」（令和２年９月）を発出した。その後、令和２年 10月に

日学では第 25期の新体制がスタートすることになり、これまでのところ第 24期に発出された２つの

提言の社会への浸透に課題を残している。しかし、これらの提言の内容は post COVID-19を見据えた

内容でもあり、今後も社会発信に努めていく必要がある。この分科会は現在も活動を継続しており、

今後は本年７月に設置された「パンデミックと社会に関する連絡会議」との連絡を密にし、第一部・

第三部との連携をさらに強めながら、ワクチン忌避の問題、変異株への対応、post COVID-19を見据

えた社会システムの構築などの課題を議論し、新たな成果を発出することが期待される。 

一方、幹事会からは２つの声明、令和２年 3月の「声明：新型コロナウイルス感染症対策に関する

みなさまへのお願いと今後の日本学術会議の対応」（第 24期）、令和３年 2月の「声明：新型コロナウ

イルス感染症対策の検討について」（第 25期）を発出した。さらに令和３年６月には「会長談話：新

型コロナウイルス感染症とワクチン接種をめぐって」も出されている。日学の重要な役割の一つであ

る国際活動では、G サイエンスの 2 つの共同声明「新型コロナウイルス感染症の世界的流行に係る国

際協力の緊急的必要性について」、「世界的な公衆衛生上の緊急事態のためのデータ：ガバナンス、オ

ペレーション、スキル」、サイエンス 20の 2つの共同声明「フォーサイト：重大な転換へと導くため

の科学」、「パンデミックへの備えと科学の役割（仮訳）」、SSH20 の共同声明「「危機：経済、社会、法



令和３年度 日本学術会議                                                         

Science Council of Japan 2021 

23 
 

及び文化 より脆弱でない人類に向かって（仮訳）」の発出に協力した。 

 

表 1.  分科会の設置、声明、提言の発出 
2020 年２月 第二部附置「大規模感染症予防・制圧体制検討分科会」設置 

2020 年３月 幹事会声明「新型コロナウイルス感染症対策に関するみなさまへのお願いと今後の日

本学術会議の対応」 
2020 年 4 月 G サイエンス学術会議共同声明「新型コロナウイルス感染症の世界的流行に係る国際

協力の緊急的必要性について」 
2020 年 5 月 「未来からの問い」特設 HP/公開対談「新型コロナウイルス後の世界」 

2020 年 7 月 提言：感染症の予防と制御を目指した常置組織の創設について 

2020 年 9 月 提言：感染症対策と社会変革に向けた ICT 基盤強化とデジタル変革の推進 

2020 年 9 月 サイエンス 20 共同声明「フォーサイト：重大な転換へと導くための科学」 

2021 年 1 月 幹事会・コロナ対応 WG の設置 

2021 年 2 月 幹事会声明「新型コロナウイルス感染症対策の検討について」 

2021 年 3 月 G サイエンス学術会議声明「世界的な公衆衛生上の緊急事態のためのデータ：ガバナ

ンス、オペレーション、スキル」 
2021 年 6 月 会長談話「新型コロナウイルス感染症とワクチン接種をめぐって」 

2021 年７月 パンデミックと社会に関する連絡会議の設置 

2021 年 8 月 サイエンス 20「パンデミックへの備えと科学の役割（仮訳）」 
2021 年 8 月 SSH20「危機：経済、社会、法及び文化 より脆弱でない人類に向かって（仮訳）」 

 
（２）学術フォーラム、公開シンポジウムの開催（表２） 

  COVID-19という新しい感染症は、日々の研究の積み重ねにより順次解明されていく。様々な情報が

創出される中で誤った情報が流通し、それが固定化することもあり得る。日学は、科学を社会に反映、

浸透させることを目的の 1つとしている。科学に不確実性はつきものであるが、その時点での最善で

正確な情報を社会に伝えていくことは日学の重要な役割であるとの考えに基づいて、COVID-19に関す

る多数の学術フォーラムや公開シンポジウム等を開催してきた（表２）。その数は令和２年６月から

令和３年９月までで 36 件にのぼる。開催に当たっては専門の学協会や学協会連合体からの協力を得

て最新の情報の提供を実現できた。講演会は COVID-19 禍であることから全てがオンライン開催とな

り、そのためこれまでの現地開催に比して想定以上に多くの視聴者に参加いただくことが可能になっ

た。この様な開催形態は学術の浸透に効果的であり、今後も進めていくべきものだと考えている。そ

の中でいかに対話型を確保するかにも配慮が必要である。 

主な学術フォーラム・公開シンポジウムを紹介する。令和２年 11月開催の学術フォーラム「新型コ

ロナウイルス感染症コントロールに向けての学術の取り組み」は、日学が一般社団法人日本医学会連

合（以下、日本医学会連合）と共同で主催した。日本医学会連合とは、第 25期のスタート時に、日学

の梶田隆章会長と日本医学会連合の門田守人会長が直接対面で会談して、医学、生命科学の分野で連
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携して活動することに合意した。これを受けて COVID-19 に関する様々な講演会を共同で企画してい

る。 

新型コロナワクチンについては、本年７月までに 3回の講演会を開催した。ワクチンに不安や疑問

を持つ市民に対して、正確な情報を提供し、接種の判断に役立てていただけることを願って実施した

ものである。４月には公益社団法人日本薬学会（以下、日本薬学会）との共同主催で「くすりのエキ

スパートが語る“よくわかる新型コロナウイルスワクチン”」、5 月には日本医学会連合との共同主催

で「コロナ禍を共に生きる[新型コロナウイルス感染症の最前線-what is known and unknown＃１]新

型コロナウイルスワクチンと感染メカニズム」、7月には日本医学会連合および日本薬学会との共同主

催で「新型コロナワクチンを正しく知る」を開催した。７月の公開シンポジウムでは、事前登録不要

の YouTube配信（終了後 1週間は視聴可）で、同時接続最大 863件、再生数 9,794件を記録した。こ

れらの講演会では、視聴者からの質問に答え、回答をホームページで公開するなど、視聴者との双方

向性にも工夫を試みた。この他にも第一部や第三部の委員会や分科会が主体となって数多くの講演会

が催された（表２）。 

 

表 2 COVID-19 に関する公開講演会のリスト 
開催日 開催形式 タイトル 
2020 年 6 月 3 日 学術フォーラム COVID-19 とオープンサイエンス 
2020 年 6 月 18 日 学術フォーラム 人生におけるスポーツの価値と科学的エビデンス 新型

コロナ感染収束後の社会のために 
2020 年 7 月 16 日 学術フォーラム メディアが促す人と科学の調和―コロナ収束後の公共圏

を考える― 
2020 年 9 月 5 日 公開ワークショッ

プ 
新型コロナウィルス禍の下での持続可能な発展のための

教育の推進 
2020 年 9 月 19 日 公開シンポジウム コロナ時代におけるフィールドワーク教育をめぐって 
2020 年 9 月 20 日 学術フォーラム 生きる意味 －コロナ収束後の産学連携が目指す価値の

創造－ 
2020 年 10 月 3 日 公開シンポジウム 複合災害への備え- with コロナ時代を生きる 
2020 年 10 月 11 日 公開シンポジウム With コロナの時代に考える人間の「ちがい」と差別 ～

人類学からの提言～ 
2020 年 11 月 7 日 北海道地区会議主

催学術講演会 
感染症との共存の現在と未来 

2020 年 11 月 11 日 学術フォーラム コロナとの共生の時代における分析化学の果たす役割 
2020 年 11 月 14 日 公開シンポジウム One health：新興・再興感染症～動物から人へ、生態系

が産み出す感染症～ 
2020 年 11 月 20 日 中部地区会議主催

学術講演会 
コロナ禍・豪雨災害：自然災害に向き合う 

2020 年 11 月 25 日 学術フォーラム 人口縮小と「いのちの再生産」―コロナ禍を超えて持続可

能な幸福社会へ― 
2020 年 11 月 28 日 学術フォーラム 新型コロナウイルス感染症コントロールに向けての学術
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の取り組み 
2020 年 11 月 29 日 公開シンポジウム COVID-19 パンデミックを契機として考える日本の結晶

学の現状と今後 
2020 年 12 月 5 日 公開シンポジウム 身体・社会・感染症―哲学・倫理学・宗教研究はパンデミ

ックをどう考えるか― 
2021 年 1 月 13 日 公開シンポジウム 社会生活のデジタル改革 
2021 年 3 月 17 日 公開シンポジウム 新型コロナウイルス禍に学ぶ応用物理：未来社会に向け

て 
2021 年 3 月 21 日 公開シンポジウム 新型コロナウイルスパンデミック下での食料問題に農芸

化学分野が果たす役割 
2021 年 3 月 24 日 公開シンポジウム コロナ禍が加速する持続可能な社会の実現に向けた地球

環境変化の人間的側面研究の推進 
2021 年 3 月 28 日 公開シンポジウム 現代社会とアディクション 
2021 年 3 月 29 日 公開シンポジウム ポストコロナの日本の畜産 
2021 年 4 月 24 日 公開シンポジウム くすりのエキスパートが語る“よくわかる新型コロナウ

イルスワクチン” 
2021 年 5 月 8 日 学術フォーラム コロナ禍を共に生きる[新型コロナウイルス感染症の最

前線-what is known and unknown＃１]「新型コロナウ

イルスワクチンと感染メカニズム」 
2021 年 5 月 23 日 公開シンポジウム With／After コロナ時代におけるケアの課題と新たな取

り組み 
2021 年 6 月 20 日 公開シンポジウム 脳とこころから見た With/Post コロナ時代のニューノー

マルの課題と展望 1 
2021 年 6 月 27 日 公開シンポジウム コロナ禍における社会福祉の課題と近未来への展望～直

面する危機から考える～ 
2021 年 6 月 27 日 公開シンポジウム 脳とこころから見た With/Post コロナ時代のニューノー

マルの課題と展望 2 
2021 年 6 月 29 日 公開講演会 新型コロナウイルス感染症対策の現状と今後-歯科から

の発信- 
2021 年 7 月 3 日 公開シンポジウム コロナ下において考えるべき栄養 
2021 年 7 月 17 日 公開シンポジウム 新型コロナワクチンを正しく知る 
2021 年 8 月 28 日 公開シンポジウム ポストコロナ社会を見据えた睡眠･生活リズムのあり方

～コロナ自粛から学ぶ～ 
2021 年 8 月 29 日 公開シンポジウム コロナ禍におけるトリアージの問題――世界の事例から

日本を考察する 
2021 年 9 月 18 日 学術フォーラム 学術フォーラム コロナ禍を共に生きる[新型コロナウイ

ルス感染症の最前線-what is known and unknown＃2]
「新型コロナウイルス感染症の臨床的課題、対策と今後
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の方向性：臨床の現場を知り、何をすべきか一緒に考えま

しょう。」 
2021 年 9 月 22 日 公開シンポジウム 海空宇宙の COVID-19 対応と今後のパンデミック対応に

向けて 
2021 年 9 月 25 日 公開シンポジウム WITH/AFTER コロナ時代の看護とデジタルトランスフォー

メーション 
 
（３）コロナ禍対応ワーキンググループおよびパンデミックと社会に関する連絡会議 

第 24 期の最終年から日学では COVID-19 に取り組んできたが、緊急性が高く重要度も高い課

題に分野横断的で機動的に動ける組織が必要となり、本年 1 月に幹事会のもとにコロナ禍対応ワ

ーキンググループ（以下、コロナ WG）を設置した。メンバーは担当副会長 1 名、各部（うち１名は

部役員）、大規模感染症予防・制圧体制検討分科会より全 12 名で構成し、世話人は武田洋幸第二部部

長が務めた。 

コロナ WG では、大規模感染症特に新型コロナウイルス感染症に関する課題の抽出、日学内の審議

の連携、適切な情報発信、学術フォーラム・シンポジウム企画、関連する学協会との連携、国際活動

などに関する事項を検討してきた。具体的な活動として、246 分科会へのアンケートを行い、40 前後

の分科会が COVID-19 に関連する審議、情報発信を実施・予定であることを明らかにした。また、上

述の通り日本医学会連合との共同主催で学術フォーラム「コロナ禍を共に生きる」をシリーズ化し開

催している（令和３年 9 月までに２回開催）。さらに日学ホームページに新型コロナウイルス感染症

特設ページを開設したり、「学術の動向」では 9 月から 3 ヶ月にわたり COVID-19 に関する特集を組

み情報発信する予定である。 
このようにコロナ WG は COVID-19 への緊急的な対応などで十分にその機能を果たしてきた。今

後は中長期的な視点で分野横断的な議論を深めることも必要になると考え、「パンデミックと社会に

関する連絡会議」の設置を本年 7 月幹事会に提案し承認を受けた。この連絡会議では、緊急時のみな

らず平時における社会や学術の問題点も点検・議論し、次のパンデミックに耐えられるレジリエント

な社会の実現に向けての議論を展開する。 
 
以上、日学における新型コロナウイルス感染症に対する取組について述べた。COVID-19 は社会的な関

心が高いテーマであり、その情報は科学的に流動性があることから、日学が科学者コミュニティの代表

として果たすべき役割は大きい。日学が有する幅広い分野の科学者の協働、関連する専門学協会との連

携をはかり、分野横断的・俯瞰的な審議を行うことが重要である。一方で次々に新しい問題が見つかり

緊急に意思の表出や情報発信を求められることも多く、これまでの日学の仕組みと手順では対応が難し

い局面も少なからずあり、新しい方法を模索しつつ取り組んできた。中長期的な課題と、今そこにある

課題への対応を舵取りしつつ、信頼される科学の普及を図るにはどうあるべきか、新型コロナウイルス

感染症への取組は、新たな日学の活動のあり方の１つのモデルケースとなるであろう。 
（副会長 望月 眞弓） 
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<部・委員会等における主な活動> 

４．政府、社会に対する提言及び市民との対話 

日本学術会議は今期、そのあり方を抜本的に見直すため、「日本学術会議のより良い役割発揮に向

けて」を策定し、そこに示された方針に従って改革を進めている。政府や社会に対する提言や市民と

の対話においても、これまで以上に双方向のコミュニケーション、信頼関係の醸成を重視するととも

に、そのための情報発信力を強化することとしている。科学と社会委員会や課題別の委員会等もこの

ような方針に沿う形で、改革実現に向けた活動を行っている。 
 
（１）科学と社会委員会 

科学と社会委員会は、日本学術会議と政府、社会及び市民との関係に関して、これまで、同委員会

の下に設置した６分科会を通じて、政府、産業界やメディア関係者との懇談の企画・実行、サイエン

スカフェ等市民との対話に向けた企画の検討や課題別委員会等の提言等の査読、年次報告のとりまと

めを行ってきた。特に今期においては、外部とのコミュニケーションを一元化・強化するため、新た

に「政府・産業界・市民との連携強化分科会」を設置し、４分科会体制に整理し活動している。また、

現在、日本学術会議による科学的助言のあり方が大きく問われている現状を踏まえ、提言のあり方、

緊急時における日本学術会議の対応、関係機関との直接対話についても積極的に行っていくことを予

定している。 
 

  ① 政府・産業界・市民との連携強化分科会の設置 

 政府・産業界・市民との連携強化分科会は、前期の「市民と科学の対話分科会」及び「政府・産

業界連携分科会」を統合して設置した。本分科会は、主に提言等の受け手となる関係府省、地方自

治体、産業界や国民といったステークホルダーとのコミュニケーションを一手に担う役割が期待さ

れており、そのために産業界出身の会員にも積極的に参加を求めた。今後、関係府省、経済団体等

との定期的な意見交換の場を作ることを目指している。 
 また、日本学術会議は、これまで市民との対話の場としてサイエンスカフェを企画してきたが、

コロナ禍の中で、完全オンラインでの開催や、参加者間のパーテーション設置、消毒・マスクの徹

底によるハイブリットでの開催など工夫をしているものの、これまでに３回の開催にとどまってい

る。 
 
（２）幹事会附置広報委員会（広報機能の強化） 

日本学術会議を巡る一連の議論の中で、政府、産業界を含め国民から必ずしも十分な理解、共感が

得られていないという事実が明らかになった。そうした反省から、広報機能の強化と分かりやすい情

報発信を行うことは、日本学術会議の存続に関わる喫緊の課題である。そのため、広報委員会が中心

となり、幹事会とも連携して、広報の大幅な見直しを進めている。 
 
① 広報機能の一本化 

これまで、メディア対応を含めた広報機能は、科学と社会委員会と広報委員会に分かれていたが、

これを一本化するとともに、広報委員会内の分科会も統合し、国内外への情報発信を一元的に行う

「国内外情報発信強化分科会」を新たに設置した。さらに、同委員会において新たに「編集委員長」
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を指名し、広報に係る判断の迅速化を図っ

た。また、情報発信活動に積極的で柔軟な若

手の積極的な登用を進め、一般向けに日本学

術会議の組織・活動について親しみやすい Q
＆A（やわらか版 Q&A）を作成する試みや、

学術の動向の紙面構成の改善等を進めてい

る。 
 
  ② ホームページを用いた情報発信及び改修 

日本学術会議ホームページにおいては、日

本学術会議の活動について、広く国民に紹介するため、日本学術会議の公表する意思の表出、委員

会等の開催概要等、学術フォーラム・公開シンポジウムなどのイベント開催の案内等を掲載してい

る。 

第 25 期においては、科学者のみならず一般国民が日本学術会議に対する正しい理解や関心を持

てるように、梶田会長の就任挨拶動画や、第 25 期の目指すべき方向についてのインタビュー動画

を作成するとともに、「日本学術会議Ｑ＆Ａ」や「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」（令

和３年４月 22日日本学術会議総会決定）のＱ＆Ａを作成し、ホームページに掲載した。 

なお、令和２年１月にホームページのトップページ及び第二階層までのデザインの変更及びスマ

ートフォン等のモバイル対応を行ったものの、現状においても全体として文字が多く、日本学術会

議の活動内容がわかりづらいという指摘があることから、単に文章や資料を掲載するだけでなく、

ビデオ、写真等を多用するなど、平易で直感的なわかりやすいサイト構造にするため、令和３年度

はホームページのリニューアルに当たってのホームページ全体のグランドデザインの検討を行い、

次年度以降、段階的に改修作業を行っていく予定である。 

 
（３）中長期的な課題への取組 

「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」においては、「より広い立場に立った社会的な課題

の発見や、中長期的に未来社会を展望した対応のあり方の提案」の重要性が強調されている。こうし

た認識を踏まえ、今期においては、特に中長期的な課題や、部を超えて議論すべきテーマを幹事会が

中心となって議論している。また、こうしたテーマの受け皿として、従来の課題別委員会に加えて、

分野別の委員会、分科会、小委員会等の相互の横断的な情報・意見交換や連携を図る枠組みとして新

たに「委員会等連絡会議」を新設した。 
 

① 第 24期からの継続審議が必要な課題への対応 

第 24 期から引き続き議論が必要な課題として、「防災減災学術連携委員会」（米田雅子委員長）、

「人口縮小社会における問題解決のための検討委員会」（遠藤薫委員長）、「フューチャー・アースの

推進と連携に関する委員会」（沖大幹委員長）、「自動運転の社会実装と次世代モビリティによる社

会デザイン検討委員会（旧：自動車の自動運転の推進と社会課題に関する委員会）」（永井正夫委員

長）、「大学教育の分野別質保証委員会」（未開催）の 5 つの課題別委員会が継続設置された。 
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② 新たな審議が必要な課題への対応 

今期から新たに取組む必要のある中長期的な課題について幹事会メンバーにより活発に議論が

行われ、社会的に極めて関心の高い事項や学術界が直面する課題・問題点を抽出した。 
社会的に極めて関心が高い事項としては、新型コロナの流行により顕在化した現代社会が内包す

る問題点とポテンシャルを踏まえ、中長期的な視点で with/post コロナにおける医療体制や社会の

あり方を検討することが必要である。また、政府により「2050 年にカーボンニュートラル、脱炭素

社会の実現をめざす」という方針が示され、2021 年 G サイエンス学術会議でも「ネットゼロと気

候変動影響に備えた未来」についてＧ７各国政府に提言されたこと等を踏まえ、「カーボンニュー

トラル（ネットゼロ）」については、中長期的な視点から学術の諸領域が連携・協働して、総合的、

俯瞰的に検討することも重要である。 
これらの課題は、極めて幅広い学術分野に跨り、扱うべき問題も非常に多岐にわたること、既に

いくつかの分野別の分科会等での議論も進んでいることから、新設の「委員会等連絡会議」の枠組

みを活用し、「パンデミックと社会の連絡会議」、「カーボンニュートラルに関する連絡会議」を設置

し、関連する委員会、分科会等の連携強化を進めている。 
また、学術界が直面する課題として、まず、急速な ICT、AI 技術の発達に伴い、学術情報環境の

変化に対応して我が国の学術情報が国際水準を維持するための方策の検討や、更には研究データの

オープン化による研究手法そのものの変革への対応についての検討が重要となる。そのために、第

２４期に提言「学術情報流通の大変革時代に向けた学術情環境の再構築と国際競争力強化」を取り

まとめた第三部理工系学協会の活動と学術情報に関する分科会を母体として、新たに課題別委員会

として「学術情報のデジタルトランスフォーメーションを推進する学術情報の基盤形成に関する検

討委員会」（山口周委員長）を設置するとともに、前期の「オープンサイエンスの深化と推進に関す

る検討委員会」を発展的に改組し、「オープンサイエンスを推進するデータ基盤とその利活用に関

する検討委員会」（喜連川優委員長）を新設した。 
さらに、長期的な課題として、我が国の研究力の後退の原因究明と早期回復を実現するため、現

在から 30 年を遡り、今後 20 年を見通して、エビデンスに基づき科学的な分析を行うことが重要で

ある。そのため、課題別委員会として「我が国の学術の発展・研究力強化に関する検討委員会」（山

口周委員長）を設置し、データ収集、検討に着手した。 
（副会長 菱田 公一） 
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５．国際的活動 

日本学術会議の国際活動として、日本学術会議のより良い役割発揮に向けた検討を踏まえ、国

際活動のさらなる発展を目指し、国際委員会及びその傘下に置かれた分科会の委員の皆様のご尽

力を頂きながら活動している。国際委員会及びそれぞれの分科会の活動については「第２編 活

動報告」を参照されたい。 

 

（１）各国アカデミーとの交流 

① Ｇサイエンス学術会議 

Ｇサイエンス学術会議は、Ｇ７サミット参加各国の学術会議（科学アカデミー）が、サミット

に参加する政府首脳に向けて政策提言を行うことを目的として 2005年（平成 17年）に発足した

科学アカデミー会合である。2021年（令和３年）のＧ７サミット議長国が英国であることから、

本年のＧサイエンス学術会議は、英国王立協会（The Royal Society）が主催した。同会議は、例

年、主催アカデミーのイニシアティブのもと対面で開催されているが、昨年に引き続き、本年も

新型コロナウイルス感染症拡大の影響のため対面開催が見送られ、オンライン会議及びメールに

より審議が進められた。 

本年のＧサイエンス学術会議共同声明のテーマは「ネットゼロと気候変動影響に備えた未来―

科学・技術と変化のための解決策（A net zero climate-resilient future - science, 

technology and the solutions for change）」（担当：亀山康子連携会員）、「生物多様性の損失を

食い止めるために―早急な対策の必要性（Reversing biodiversity loss - the case for urgent 

action）」（担当：橋本禅連携会員）、「世界的な公衆、衛生上の緊急事態のためのデータ：ガバナ

ンス、オペレーション、スキル（Data for international health emergencies: governance, 

operations and skills）」（担当：西山慶彦第一部会員、宇南山卓連携会員）の３つであり、３月

末にそれぞれのテーマについての共同声明が公表された。関連して、４月に英国学士院（British 

Academy）より、Ｇ７各国が主に人文社会科学に係る議論・提言を行う枠組み（Social Science 

and Humanities 7(SSH7)）の創設について提案がなされた。本年は、提案された提言内容の検討

等を進め、11月に公開される予定である。 

 

② サイエンス 20（Ｓ20） 

サイエンス 20（Ｓ20）は、2017 年（平成 29年）にドイツでＧ20が開催されるに当たり、ドイ

ツの科学アカデミー・レオポルディーナの提唱により、Ｇ20サミットに向けて科学的な提言を行

うため、日本学術会議を含むＧ20各国の科学アカデミーで、新たに立ち上げられた科学アカデミ

ー会合である。2021 年（令和３年）のサイエンス 20（Ｓ20）は、イタリアを議長国として開催に

向けた準備が行われた。また、本年については、人文社会学分野のソーシャルサイエンス＆ヒュ

ーマニティーズ 20（SSH20）も同時に開催された。 

Ｓ20のテーマは「Pandemic preparedness and the role of science」（担当：秋葉澄伯連携会

員・郡山千早連携会員）、SSH20のテーマは「Crises: economy, society, law, and culture ― 

Towards a less vulnerable humankind ―」（担当：城山英明連携会員、協力：河野俊行連携会

員・諸富徹連携会員）とし、共同声明が取りまとめられた。また、本年については、７月 15日に

Ｓ20及び SSH20に参加するアカデミーのプレジデント会合が初めて開催され、日本学術会議から
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は会長と副会長（国際活動担当）が参加し、共同声明の実施に向けた議論を行った。9月 22〜24

日には S20と SSH20の合同会合が開催され、S20では、郡山千早連携会員が、関連する日本学術会

議の取り組みなどについて報告を行い、秋葉澄伯連携会員もともに議論に参加した。SSH20 では、

溝端佐登史第一部会員が、関連する日本学術会議の取り組みなどについて報告を行い、議論に参

加した。 

 

（２）国際学術団体等への貢献 

日本学術会議は、国際学術会議（International Science Council: ＩＳＣ）等、44の国際学術団

体に日本の代表機関として加入している。また、主な分野横断的活動は以下の通りである。 

① 国際学術会議（ＩＳＣ） 

2019年（令和元年）６月の第４回ＩＳＣ理事会にて、白波瀬佐和子連携会員（当時）がＩＳＣ

常設委員会の１つ「科学における自由と責任の委員会（Committee for Freedom and 

Responsibility in Science）」の委員として選出され活動している。また、2020年（令和２年）

６月からは、ＩＳＣ共催プロジェクトの１つである「都市環境の変化と健康科学委員会

（Scientific Committee of Urban Health and Wellbeing）」の委員として、中村桂子連携会員が

選出され、活動に参加している。さらに、本年８月にＩＳＣ傘下の国際学術団体に役員として参

画している会員等と交流・連携に向けた会合を実施し、国際学術団体間での今後の連携や情報発

信の強化等について意見交換を行った。 

 

② Inter Academy Partnership（ＩＡＰ） 

2020年（令和２年）11月、2021 年（令和３年）３月と６月に、オンラインでＩＡＰ for 

Policy 理事会が開催され、日本学術会議からは副会長（国際活動担当）が出席した。日本学術会

議はＩＡＰを構成する３組織のうちＩＡＰ for Policy（旧ＩＡＰ for Research）の理事アカデ

ミーとして運営に参画している。ＩＡＰでは、３組織の統合に向け、理事会等の場を通じて定款

改正の審議が行われ、８月に承認された。また、ＩＡＰからの要請に応じ、新たに発足された新

型コロナウイルス感染症対応に関する助言委員会（ＩＡＰ COVID-19 Advisory Group）への専門

家推薦を行い、昨年７月に秋葉澄伯第二部会員が選出されて以降、引き続き協力を行っている。

その他、ＩＡＰでは生物多様性に関する COP15 及び気候変動に関する COP26に向けて、ＩＡＰ共

同声明を作成するためのワーキンググループを立ち上げ、日本学術会議から推薦した橋本禅連携

会員が参加している。その他、複数のＩＡＰ共同声明やプロジェクト等に日本学術会議の会員・

連携会員が参画している。 

 

③ 世界科学フォーラム（World Science Forum: ＷＳＦ） 

科学者をはじめ政策決定者や民間部門の代表者を集め、科学の貢献についての議論や政策提言

を行う場として、「世界科学フォーラム（ＷＳＦ）」が 2003 年（平成 15年）から開催されてい

る。科学のあり方を提起した「ブダペスト宣言（科学と科学的知識の利用に関する世界宣言）」か

らちょうど 20年の節目の年であった 2019 年（令和元年）11月にハンガリーで開催されて以降、

ＷＳＦ本会議は、世界的な新型コロナウイルス感染症の感染拡大により開催延期となっていた

が、2022年（令和４年）秋頃に南アフリカ（プレトリア）で次回本会議が開催される予定であ
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る。来年の会議開催に向けて、本年９月、日本学術会議から副会長（国際活動担当）が委員とし

て出席しているＷＳＦ運営委員会において、本会議実施のための意見交換が行われるなど、準備

が進められている。 

 

（３）共同主催国際会議の開催及び選考 

2020年（令和２年）10 月から本年９月までに、「第 29回人工知能国際会議」 （2021年１月）など、

３件の共同主催国際会議を開催した。2021年（令和３年）度に開催を予定していた７件の国際会議に

ついては、新型コロナウイルス感染症の影響により、１件を中止し、2022年（令和４年）12月に延期

することを決定した。また、2022 年（令和４年）度開催予定国際会議として、11 件の開催を決定し

た。 

 

（４）持続可能な社会のための科学と技術に関する国際会議 

日本学術会議では、2003年（平成 15 年）以来、毎年、持続可能な社会のための科学と技術に関す

る国際会議を開催している。2020年（令和２年）の持続可能な社会のための科学と技術に関する国

際会議は、当会議を企画する分科会の白波瀬佐和子委員長の下、「グローバル時代の包摂を考える

（副題：COVID-19後の持続可能な社会）」をテーマに、９月３日、４日にオンラインで開催された。

海外からはＩＳＣ(国際学術会議)会長のダヤ・レディー教授、同副会長のエリザ・ライス教授他の

参加を得て、コロナ危機後の「ニューノーマル」における、持続可能で包摂的な社会を展望した。

本年については、当会議を企画する分科会の亀山康子委員長の下、「ネットゼロ・エミッションー達

成に向けた学術の役割（仮）」をテーマに、令和４年１月 31日、２月１日オンラインで開催を予定

している。 

 

（５）アジア学術会議 

第 20回アジア学術会議が、2021 年（令和３年） 

５月 13日～15日の３日間にわたり、中国・広州に 

て現地開催及びオンラインにて開催された。 

「The Age of New Materials: Innovation for  

Sustainable Society（ニューマテリアルの時代：持 

続可能な社会のためのイノベーション）」をテーマと 

して開催され、延べ 21ヵ国・地域から約 500名の 

参加があった。 

会議では、白波瀬佐和子第一部会員、K. Sudesh KUMAR

教授（Universiti Sains Malaysia; Academy of Sciences 

Malaysia 会員）を含む９名による基調講演が行われた他、

多数のパラレルセッション、ポスターセッションが開催さ

れ、最後の閉会式にて会議成果を踏まえた共同宣言がアジ

ア学術会議事務局長澁澤栄連携会員により読み上げられ

た。 

第 21回アジア学術会議はインドにて 2022年（令和４年） 閉会式にて共同宣言を読み上げる澁澤栄連携会員 

総会開催時の様子（オンライン） 
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３月に開催される予定であり、主催アカデミーと共に企画調整を進めている。 

 

（６）フューチャー・アース活動の推進 

2014 年（平成 26 年）７月、カナダ、フランス、スウェーデン、米国、日本（日本学術会議）が分

散型連携事務局連合を形成することが決定され、2015 年（平成 27 年）５月から現在まで、その日本

ハブ事務局長には、春日文子連携会員が就任している。 

発足から５年間の活動についての外部評価委員会からの評価報告を受け、フューチャー・アースの

構造改革を進めており、2020 年 10月以降、付随して７回の Governing Council（GC）を行った。日本

は新しいガバナンスの下で、グローバル事務局ハブに選出された。 

また、本年９月末に、構造改革後初の総会を行った。高村が Governing Councilメンバーに選出さ

れ、National Committee の代表として沖大幹第三部会員も Governing Council メンバーに選出され

た。 

 

（７）今期開始に際しての所感 

本年２月、日本学術会議は学術フォーラム「危機の時代におけるアカデミーと未来」を開催し、フ

ォーラムでは、国際学術会議（ＩＳＣ）会長や英国王立協会会長から「ナショナルアカデミーの役割

─独立性と助言機能─」をテーマにビデオスピーチをいただいた。今後も、このような国際社会の視

点も踏まえ、国際学術団体や海外アカデミーとの連携強化をはじめ、日本学術会議の国際活動の在り

方について検討してまいりたい。 

（副会長 髙村 ゆかり） 
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６．科学者ネットワークの構築 

日本学術会議は科学者コミュニティの中核として機能するため、科学者間の連携を図り、会員及び

連携会員との連絡、日本学術会議協力学術研究団体との連携を推進するため科学者委員会を通じた活

動、学術フォーラムの開催、会員・連携会員、学協会向けの情報発疹などを行っている。 

 

（１）科学者委員会 

科学者委員会では、男女共同参画分科会、学術体制分科会、学協会連携分科会、研究評価分科会、

学術研究振興分科会の５つの分科会を設けて活動している。科学者委員会は、５つの分科会の活動を

取りまとめる役割を果たすとともに、日本学術会議の協力学術研究団体の指定、地区会議との連携な

どを審議している。 

 

① 日本学術会議協力学術研究団体の指定 

日本学術会議協力学術研究団体（以下、協力学術研究団体）は、学術研究団体及び学術研究団体

の連合体のうち、日本学術会議の活動に協力することを申し出、幹事会で承認された団体である。

科学者委員会では協力学術研究団体の指定への新規申請に対する審査を行っている。 
令和２年 10 月〜令和３年９月までに 24 団体（国際商取引学会、日本保健科教育学会、唐代史研

究会、日本看護評価学会、日本脊椎関節炎学会、陸水物理学会、日本核酸化学会、日本保育文化学

会、国文学言語と文芸の会、日本基礎教育学会、国際エクササイズサイエンス学会、一般社団法人

日本歯科医学会連合、初年次教育学会、初等教育カリキュラム学会、日本文化政策学会、一般社団

法人日本物理療法学会、日本プロテオーム学会、グローバル・ガバナンス学会、日本平和学会、国

際文化政策研究教育学会、日本国際看護学会、信号処理学会、北関東体育学会、東海体育学会）の

指定を行った。これまでと併せて指定団体は、2,094団体となる。 

協力学術研究団体に対しては、これまでも各種会議開催についてのニュースメール等の配信、会

議の共催や後援などが行われてきているが、第 25 期には連携をさらに推進するため記者会見資料

等についても情報提供するよう努めている。 

 
② 地区会議との連携 

日本学術会議は、地域の科学者と意思疎通を図るとともに学術の振興に寄与することを目的とし

て、北海道、東北、関東、中部、近畿、中国・四国、九州・沖縄の７つの地区会議を組織している。

これらの地区会議は、地域の求める情報に即したテーマを設定した学術講演会の開催や科学者との

懇談会、地区会議ニュースの発行などを行っている。令和２年 10 月〜令和３年９月までに開催さ

れた地区会議主催学術講演会は以下の 2 回である。地区会議の学術講演会等には会長または副会長

が出席して地域の科学者との交流を図ることになっているが、今期は新型コロナウイルス感染症の

蔓延から会長・副会長の出席は全てオンラインとなっており、交流をすることが困難な状況が続い

ている。新型コロナウイルス感染症の終息を待って交流の再開が果たせることが期待される。 
○中部地区会議主催学術講演会「高齢社会を生きぬくための取り組み」令和 3 年 7 月 30 日（金） 
○近畿地区会議主催 学術講演会「カーボンニュートラル：2050 年までに何をすべきか」令和 3 年

９月 20 日（月・祝） 
 



令和３年度 日本学術会議                                                         

Science Council of Japan 2021 

35 
 

③ その他の活動の状況 

(ⅰ) 男女共同参画分科会の取組 

第 5次男女共同参画基本計画、第 6期科学技術基本計画について議論し、パブリックコメント

に対する対応を図った。また、法学委員会ジェンダー法分科会が主催する公開シンポジウム「同

姓/別姓を選ぶ権利〜市民と学術の対話から〜」を共催し（2021 年４月 17 日）、第三部および広

島大学と共同で公開シンポジウム「ジェンダード・イノベーション〜一人ひとりが主役の研究開

発が新しい未来を拓く〜」を主催した（2021 年８月 18 日）。 

男女共同参画分科会には、アンケート検討小分科会、性差に基づく科学技術イノベーションの

検討小分科会、ジェンダー研究国際連携小分科会の３つの分科会が設置されている。それぞれの

分科会の活動として、アンケート小分科会は第２４期に実施した大学に対するアンケート調査結

果をもとに「提言：大学・研究機関における男女共同参画の実態と今後の課題-2019 年アンケー

ト調査から-」を作成中である。性差に基づく科学技術イノベーションの検討小分科会では、医

学、科学技術、ＡＩ、教育、心理学分野の性差研究動向とジェンダーをめぐる歴史的背景を共有

しながら課題を把握し、提言等の作成について議論を開始した。ジェンダー研究国際連携小分科

会では、学術会議発出の男女共同参画・ジェンダー関係の提言等と、副会長や委員長等の役職も

含めた学術会議会員・連携会員の男女比率変化との関連性を時系列で探る作業を行う予定である。 

 

(ⅱ) 学術体制分科会 

学術体制分科会は、学術の制度・振興等に関する諸問題を審議することを目的としており、第

25 期は、第６期科学技術基本計画に関するフォローアップ、研究インテグリティに関する国内外

の現状調査、課題の整理、今後の対応方策、学術を学際的・文理融合的に推進するための在り方、

等を検討する予定である。現在は、研究インテグリティに関して、有識者の講演などによる国内

外の現状調査、課題の整理を行い、論点のとりまとめを行っている。 

 

(ⅲ) 学協会連携分科会 

「学協会・学会連合と日本学術会議の連携」「学協会、学会連合を取り巻く環境変化と課題」に

ついて議論している。分科会委員による各分野の学協会連携の現状報告から、日本学術会議と学

協会の連携が強化され始めていることを確認した。分科会として、この流れを大切にして連携強

化に向けて取り組むことにしている。今後は、日本学術会議と学協会との連携活動の実態調査を

行い、結果を公表する予定である。 

 

(ⅳ) 研究評価分科会 

研究評価分科会では、第 24 期に実施した学術フォーラムと審議を踏まえて、分野別研究評価

のあり方（各分野の概要）や若手支援につながる研究評価のあり方を整理して、提言を作成中で

ある。さらに、分野によっては評価指標の設定が難しいなどの問題を掘り下げて、個別の分野の

特徴に合った研究評価のあり方もさらに審議することにしている。 
 

(ⅴ) 学術研究振興分科会 

重要な学術研究の計画や研究資金(科研費・寄付金等)に関する諸問題、研究評価基準に関する
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問題の整理と課題の抽出に関して検討している。 

 

（２）日本学術会議主催学術フォーラム 

  学術フォーラムの目的は、国民の関心の高い問題を中心にテーマを設定 
 し、当該テーマに係る最先端の研究動向、学術上の論争、審議の状況等を紹 
介するとともに、これらについての国民の意見・要望も聴取し、もって国民 
との間で直接的かつ双方向の対話を行うことにある。令和２年 10 月〜令和 
３年 9 月には、「コロナとの共生の時代における分析化学の果たす役割」、「人 

口縮小といのちの再生産〜コロナ禍を超えて持続可能な幸福社会へ〜」、「新 

型コロナウイルス感染症コントロールに向けての学術の取り組み」、「東日本 

大震災からの十年とこれから〜58学会、防災学術連携体の活動〜」、「新たな 

地球観への挑戦〜地球惑星科学の国際学術組織の活動と日本の貢献〜」、「危 

機の時代におけるアカデミーと未来」、「コロナ禍を共に生きる[新型コロナ 

ウイルス感染症の最前線 - what is known and unknown＃１]新型コロナウ 

イルスワクチンと感染メカニズム」、「気候変動等による地球環境の緊急事態 

に社会とどう立ち向かうか〜環境学の新展開〜」、「コロナ禍を共に生きる 

[新型コロナウイルス感染症の最前線-what is known and unknown＃2]新型 

コロナウイルス感染症の臨床的課題、対策と今後の方向性：臨床の現場を知 

り、何をすべきか一緒に考えましょう。」を開催した。特に「コロナ禍を共 

に生きる- what is known and unknown＃]」はシリーズ化され今後も複数回 

の開催が予定されている。 

 

（３）会員・連携会員、学協会向けの情報発信 

会員・連携会員、学協会との連絡を図るため定期的にニュースメールを配信するとともに、今期は

特に記者会見の報告を徹底することにも努めている。 

〇 ニュースメール： 

原則として毎週金曜日に会員、連携会員、学協会あてに日本学術会議及び関係機関からの情報（特

に学術フォーラム、公開シンポジウムの案内を中心に）メールにて配信している。令和２年 10月１

日〜令和３年９月 30 日までに 21 回発出した。 

〇 その他会員等への連絡： 

定例のニュースメール以外に、主に、記者会見報告、幹事会声明発出の報告などについて会員・

連携会員、学協会むけに情報発信をしている。令和２年 10月１日〜令和３年９月 30日までに 47件

を発出した。 

（副会長 望月 眞弓） 
 
 
 
 

 

学術フォーラム 

開催ポスター 
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７．日本学術会議を支える３つの科学部門 

（１）第一部（人文・社会科学） 

① 構成と運営  

第一部には、言語・文学、哲学、心理学・教育学、社会学、史学、地域研究、法学、政治学、経

済学、経営学の 10 の関係する分野別委員会があり、そのもとに今期は約 70（令和３年８月時点）

の分科会を設置した。それ以外に第一部附置の分科会として、①国際協力分科会、②人文・社会科

学の役割とその振興に関する分科会、③総合ジェンダー分科会、④人文・社会科学基礎データ分科

会が置かれている。 
部の運営は、第一部の全会員による年 3 回の部会及び役員(部長、副部長、幹事)と分野別委員長

による拡大役員会を軸に行ない、日常的な業務は部役員会が中心となって行っている。令和２年 10 
月以降の部役員は橋本伸也部長、溝端佐登史副部長、小林傳司幹事、日比谷潤子幹事であるが、橋

本部長と小林幹事は第25期初年度の状況に鑑みて幹事会等の全体の運営に関わる業務にもあたり、

特に小林幹事は日本学術会議アドバイザーとして会長など四役の活動を補佐する任に従事した。 

② 第 25期の活動方針 

「特集」等でも詳述されているとおり、本来第一部に属するべき６名の会員候補が任命権者によ

り任命されないという異例の事態が発生した。また、それに先立って科学技術・イノベーション基

本法の改正が行われ、日本の学術法制・学術政策における人文・社会科学の位置づけに大きな変更

が加えられた。こうしたことを踏まえて、第二回第一部会において、以下の４点を今期の活動方針

として決定した。 
1) 会員任命問題の解決をめざして四役、幹事会、第二部、第三部との強固な連携のもとで粘り強い

働きかけを継続します。 
2) 改正科学技術・イノベーション基本法、第 6 期基本計画のもとでの人文・社会科学の振興策につ

いての審議・具体化を進めます。 
3) 「日本学術会議のより良い役割発揮」をめぐる議論について、部の特性を生かしながら積極的に

参画します。 
4) 部における分野別委員会・分科会体制及び科学的助言活動のあり方についての検討を進めます。 

③ 第 25期１年目の活動 

(ⅰ) 会員任命問題への取り組み 

会員任命問題をめぐり、四役・幹事会・各部長・第一部分野別委員長などと連携し、①幹事会・

総会の取り組みへの貢献、②第一部内での対応、③任命されなかった会員候補との連絡・意見交

換、④記者会見などの対外活動等を行なった。幹事会声明や総会声明などの発出をはかるととも

に、関連分野別委員会・分科会に対し分科会等の必要性に応じて当該の方々の意向を十分に尊重

しながら特任連携会員として活動していただくなど関連する諸問題への対応をはかった。 
会員任命問題をめぐっては関連学協会等から多数の声明等が発出され、本件に関わる第一部に

関連する学協会の横断的な連絡協議体として人文社会系学協会連合連絡会が組織されたことか

ら、部役員会ではそれらの動向把握にも努めた。なお、個々の学協会による声明等の他に、同連

絡会が呼びかけた「人文・社会科学系学協会共同声明」には 337 の学協会が参加ないし賛同して

いる（令和 3 年６月時点）。 
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(ⅱ) 部会の開催 

令和２年 10 月の第 181 回総会および令和３年４月の第 182 回総会の際の第一部会は、現地・

オンライン併用形式で開催した。また、令和３年８月の「夏季部会」は、緊急事態宣言発出によ

りオンライン形式で開催した。夏季部会では政策研究大学院大学客員教授の有本建男先生に委嘱

して「世界の科学アカデミーが目指す科学的助言」と題した講演を行い、日本学術会議による意

思の表出や政策への科学的助言のあり方についての議論を深めていくこととした。 

(ⅲ) 人文・社会科学分野の振興 

改正科学技術・イノベーション基本法と第 6 期基本計画のもとで人文・社会科学の学術法制・

政策上の位置付けが激変し、ファンディングのあり方も含めて抜本的見直しが進められているこ

とから、「人文・社会科学の振興とその役割に関する分科会」の構成を副会長、第一部役員、分野

別委員長、その他若干名の会員・連携会員とし、この課題に取り組む体制を整えた。新たな政策

展開のもとでの人文・社会科学研究振興策の動向を把握するために、新規事業である「人文学・

社会科学を軸とした学術知共創プログラム」の現況等について報告を受けるとともに、文部科学

省担当官や科学技術・学術政策研究所の担当者から政策動向及び人文・社会科学の現状に関する

報告を受けて、現状把握を進めている。 

(ⅳ) 人文・社会科学分野のシンポジウム等 

令和 2 年 10 月から令和 3 年 9 月までに第一部の分野別委員会・分科会が取り組んだシンポジ

ウム等は以下の通りである。（詳細は HP の一般公開イベント参照） 
 

《学術フォーラム》 

開催日 名 称 開催場所 委員会・分科会 

2020年(令和２年) 

11 月 25日(水) 
人口縮小と「いのちの再生産」―コロ

ナ禍を超えて持続可能な幸福社会へ 

オンライン

開催 
 

2021年(令和３年) 

2月 27日(土) 
危機の時代におけるアカデミーと未

来 

オンライン

開催 

 

 
《公開シンポジウム》 
数次に及ぶ学術フォーラムに貢献するとともに、第一部関連では以下の 20 件余の公開シンポジウムを

開催した。 

開催日 名 称 開催場所 委員会・分科会 

2020年(令和２年) 

10 月 11日(日) 
With コロナの時代に考える人間の

「ちがい」と差別―人類学からの提言 

オンライン

開催 

地域研究委員会文化人類学分

科会、多文化共生分科会、基礎

生物学委員会・統合生物学委

員会合同自然人類学分科会 

10 月 18日(日) 大学入試改革と歴史系科目の課題 オンライン 史学委員会、史学委員会中高
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開催 大歴史教育に関する分科会 

10 月 31日(土) 
人・移動・帰属 変容するアイデンテ

ィティ 

オンライン

開催 
法学委員会 

12 月 3日(木)、 

12 月 4日(金)、 

12 月 8日(火) 

世界戦争 100 年と地域統合、新国際

秩序をどう作るか？ 

オンライン

開催 

地域研究委員会アジアの地域

協力と学術的ネットワーク構

築分科会、経済学委員会 

12 月 5日(土) 

身体・社会・感染症―哲学・倫理学・

宗教研究はパンデミックをどう考え

るか 

オンライン

開催 
哲学委員会 

12 月 19日(土) 
続発する大災害から史料を守る―現

状と課題 

オンライン

開催 

史学委員会、史学委員会歴史

資料の保存・管理と公開に関

する分科会 

2021年(令和３年) 

1月 23日(土) 
メディア学の使命―ジャーナリズム

研究からプラットフォーム研究まで 

オンライン

開催 
社会学委員会 

2月 8日(月) 
胎児期からの脳発達：発達保育実践政

策学の追究 

オンライン

開催 
心理学・教育学委員会 

3月 2日(火) 
今後の博物館制度を考える―博物館

法改正を見据えて 

オンライン

開催 

史学委員会博物館・美術館等

の組織運営に関する分科会 

3月 13日(土) 
デジタル化時代の選挙－電子投票の

現状・課題・未来 

オンライン

開催 
政治学委員会政治過程分科会 

3月 24日(水) 

コロナ禍が加速する持続可能な社会

の実現に向けた地球環境変化の人間

的側面研究の推進 

オンライン

開催 

地域研究委員会・環境学委員

会・地球惑星科学委員会合同 
地球環境変化の人間的側面

(HD)分科会 

3月 28日(日) 新しい地理教育のスタートに向けて 
オンライン

開催 

地域研究委員会・地球惑星科

学委員会合同地理教育分科会 

4月 17日(土) 
同姓／別姓を選ぶ権利－市民と学術

の対話から 

オンライン

開催 

法学委員会ジェンダー法分科

会、科学者委員会男女共同参

画分科会、社会学委員会ジェ

ンダー研究分科会 

5月 22日(土) 
東日本大震災・復興の政策と行政の

10 年 

オンライン

開催 

政治学委員会行政学・地方自

治分科会 

5月 23日(日) 
With／After コロナ時代におけるケ

アの課題と新たな取り組み 

オンライン

開催 

少子高齢社会におけるケアサ

イエンス分科会、老化分科会、

看護学分科会、社会福祉学分

科会 

6月 20日(日)、 

6月 27日(日) 

脳とこころから見た With/Post コロ

ナ時代のニューノーマルの課題と展

オンライン

開催 

脳とこころ分科会、脳と意識

分科会、健康・医療と心理学分
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望 科会、大規模感染症予防・制圧

体制検討分科会、神経科学分

科会、アディクション分科会、

少子高齢社会におけるケアサ

イエンス分科会、情報学委員

会 

6月 26日(土) 
東日本大震災 10 年と史料保存－その

取組と未来への継承 

オンライン

開催 

史学委員会、史学委員会歴史

資料の保存・管理と公開に関

する分科会 

6月 27日(日) 

コロナ禍における社会福祉の課題と

近未来への展望－直面する危機から

考える 

オンライン

開催 

社会学委員会社会福祉学分科

会 

7月 18日(日) 文化の互換可能性―継承・翻訳・再生 
オンライン

開催 

哲学委員会芸術と文化環境分

科会 

7月 30日(金) 

日本の刑法性犯罪規定を国際人権基

準に合わせるために－日本学術会議

提言から法務省検討会報告を検討す

る 

オンライン

開催 

法学委員会ジェンダー法分科

会、社会学委員会ジェンダー

研究分科会 

8月 25日(水) 
サービス化する社会とサービス学の

教育実装：高等教育を中心として 

オンライン

開催 

経営学委員会・総合工学委員

会合同サービス学分科会 

8月 29日(日) 
コロナ禍におけるトリアージの問題

―世界の事例から日本を考察する 

オンライン

開催 

哲学委員会いのちと心を考え

る分科会 

9月 18日(土) 歴史認識と植民地責任 
オンライン

開催 

史学委員会アジア研究・対ア

ジア関係に関する分科会 

9月 19日(日) 
コロナ禍における社会の分断：ジェン

ダー格差に着目して 

オンライン

開催 

社会学委員会ジェンダー研究

分科会、経済学委員会、政治学

委員会、社会学委員会・経済学

委員会合同包摂的社会政策に

関する多角的検討分科会 

 

(ⅴ) 第一部の国際活動 

従来通りサイエンス 20 共同声明や G サイエンス共同声明の起草に参画したのに加え、新たに

英国アカデミーの呼びかけによる SSH7 共同声明につき第一部役員会が会員・連携会員と協力し

て対応した。 
AASSREC（アジア社会科学研究協議会連盟）第 24 回大会（令和 3 年 10 月 19-21 日）に国際

協力分科会と部役員会で対応し、コロナ禍における高等教育のあり方について報告を行うことと

した。 
国際機関日本アセアンセンターから日本学術会議に提携の申し入れがあり、第一部役員会で対
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応した。当面、ASEAN 創立記念シンポジウム「ニューノーマル時代の経済と社会統合」（8 月 27
日）に高村ゆかり副会長が参加し、あわせて今後の提携継続について協議を進めることで合意し

た。 

(ⅵ) その他 

第一部では毎期内部的な情報共有のために Newsletter を発行してきたが、この 1 年間は会員

任命問題に端を発する一連の事態のもとで部役員が忙殺されたため発行を見送った。それに代え

て、適時に事務局からの一斉メールなどの形で部長からのメッセージを会員・連携会員に伝える

こととした。 
（第一部長 橋本 伸也） 
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（２）第二部（生命科学） 

① 構成と運営 

    第二部が関与する学術領域である生命科学は、生命を理解する知を体系化し、その基盤を構築す

ると共に、人類の福祉・社会の進歩に貢献することを目的とする学問である。第二部では部長、副

部長、 幹事（２名）で役員会を構成している。第二部所属の分野別委員会は、基礎生物学、統合生

物学、農学、食料科学、基礎医学、臨床医学、健康・ 生活科学、歯学、薬学の 9分野、及び環境学

は学際領域として他部と共同で設置している。第二部に関連する諸課題に対して的確かつ迅速に対

応するために分野別委員会の下に分科会を設置している（95 分科会（及び分科会 の下に 1 小委員

会））。第 24期では、基礎医学委員会のもとに、 医学研究者育成検討分科会、臨床医学委員会のも

とに、アディクション分科会と臨床ゲノム医学分科会、両者の合同分科会として法医学分科会、臨

床医学委員会と健康・生活科学委員会合同分科会として、少子高齢社会におけるケアサイエンス分

科会が新たに設立され、現在重要性が増しつつある諸課題を審議する体制がさらに整った。第二部

の共通課題を審議する第二部附置分科会として、2018 年７月に生命科学ジェンダー・ダイバーシテ

ィ分科会、令和２年２月には社会的緊急課題に対応した大規模感染症予防・制圧体制検討分科会を

それぞれ設置した。第 25期でもこれらの分科会の多くが引き続き設置され、審議活動を開始した。 

第二部の運営は、会員全員によって構成される第二部会（総会時及び夏季、年３回開催)、第二部

役員会（部長、副部長、幹事、第二部担当の副会長、毎月開催）により行われている。また、役員

会メンバーに分野別委員会委員長を加えた拡大役員会を必要に応じて開催している。 

 
② 第 25期の活動方針 

第二部が対象とする生命科学は、医療、看護、食料など人類の健康と福祉に直結し、さらにヒト

を含めた生物の深い理解を通して、人類を包含する生態系、地球環境の維持についても重要な知見

を提供する。生命科学の学術としての健全な発展のために、それぞれの専門分野にとらわれない横

断的審議を行なって、俯瞰的視野と実効性を備えた提言、報告の作成を行うこととしている。 

特に、社会的緊急課題である新型コロナウイルス感染症については、第一部と第三部や関連する

学協会と連携し、公開講演会を通じたタイムリーな学術情報の発信を行うと共に、大規模感染症に

関する学術研究や国の対応を専門家の立場から分野横断的にしっかりと点検し、with/post コロナ

社会のあり方を提言する。これらの活動が次のパンデミックに備える意味でも重要となる。 

また、ゲノム編集技術を用いたヒト胚等に対する基礎研究と臨床応用、および技術のガバナンス

のあり方を審議するため、課題別委員会としてヒトゲノム編集技術のガバナンスと基礎研究・臨床

応用に関する委員会が令和３年７月に設置された。各部と協力し、この委員会の活動にも精力的に

取り組んでいく。 

    さらに、生命科学分野以外の社会的課題、例えばカーボンニュートラル、地球温暖化などの審議

へも部として積極的に関与していく。 

 

③ 第 25期のこれまでの活動 
(ⅰ) 部会、拡大役員会の開催 

第二部会は、令和２年 10月２日、令和３年４月 22日、同年８月 19日（夏季部会）の 3回、拡

大役員会は、令和３年１月 22日、同７月２日の２回開催された。 
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(ⅱ) 新型コロナウイルス感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症が世界的流行の兆しを見せた令和３年２月より、第二部役員会、大

規模感染症予防・制圧体制検討分科会を中心にその対応を審議してきた。第 25 期でもその体制

は維持されている。新型コロナウイルス感染症に関して、日本学術会議が主催する学術フォーラ

ムの企画、日本医学会連合との連携促進、幹事会声明への助言など、幹事会と協力して活動して

いる。令和３年 1月に、機動的に動ける横断的組織として幹事会の下に設置された、コロナ対応

ワーキンググループ（WG）へは、第二部役員全員と大規模感染症予防・制圧体制検討分科会委員

長が参画してきた。（後述のパンデミックと社会に関する連絡会議の設置によってワーキンググ

ループは発展的に解消） 

令和３年４月の総会時に開催された部会での議論やその後に実施した分科会へのアンケート

調査から、すでに今後審議すべき課題が明らかになりつつある。例をあげると、緊急時を含む臨

床研究のあり方（強化）、感染症を含む臨床研究の人材育成、ワクチンを含む治療薬開発のあり

方、緊急時を含む臨床データ収集のシステム、緊急時の研究支援システム、高齢者フレイル化、

危機管理の医療人材育成、パンデミック下の社会的弱者へのケア、パンデミック下の学校教育、

鳥獣を含む自然との共存など、課題は多方面にわたっている。いずれも学術、社会システム全体

に関わることで、人文・社会科学、理学・工学の専門家を巻き込んだ議論が必要となっている。

そのための、分科会、部をまたいだ横断的審議を促進するため、パンデミックと社会に関する連

絡会議の設置が７月幹事会で承認され、第二部全体としてこの活動に積極的にコミットしていく

予定である。 

昨年の夏以降、第二部の分科会も新型コロナウイルス感染症に関する公開シンポジウムを開催

している（(iv) 生命科学分野のシンポジウム参照）。さらに７月 17 日には、新型コロナワクチ

ンの接種に関する信頼できる情報提供を目的に、第二部、日本医学会連合、公益社団法人日本薬

学会の共同主催で、公開シンポジウム「新型コロナワクチンを正しく知る」を開催した（事前登

録不要の Youtube配信（終了後 1週間は視聴可）で同時接続 800名超、累計再生数約 9,800）。 

 
(ⅲ) 生命科学分野の提言・報告 

現在まで、第 25期で審議を開始した結果について、第二部分野別委員会・分科会より提言・報

告を発出した例はない。 

現在検討中の「科学的助言機能・「提言」等の在り方の見直し」に従った提言・報告の審議体制

を第二部の中で構築中である。 

 
(ⅳ) 生命科学分野のシンポジウム 

令和２年 10 月から令和３年９月までの期間において、以下にあげる 25件のシンポジウム等

が第二部委員会・分科会等により開催された。 

 

開催日 名 称 開催場所 委員会・分科会 

2020年(令和２年) 

10 月 14日(水) 
次世代統合バイオイメージングと数

理の協働の展望 

オンライン

開催 

基礎生物学委員会、統合生物

学委員会、基礎生物学委員会・
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統合生物学委員会合同生物物

理学分科会、基礎生物学委員

会・統合生物学委員会合同

IUPAB分科会、統合生物学委員

会・基礎生物学委員会・農学委

員会・基礎医学委員会・薬学委

員会・情報学委員会合同バイ

オインフォマティクス分科会 

11 月 13日(金) 
東北マリンサイエンス拠点形成事業

と今後の水産研究のあり方 

オンライン

開催 

食料科学委員会水産学分科

会、農学委員会 

11 月 14日(土) 

One health：新興・再興感染症～動

物から人へ、生態系が産み出す感染

症～ 

オンライン

開催 

食料科学委員会、食料科学委

員会獣医学分科会、食料科学

委員会・農学委員会合同食の

安全分科会 

12 月 5日(土) 食の安全と環境ホルモン 
オンライン

開催 

食料科学委員会、食料科学委

員会・農学委員会合同食の安

全分科会、食料科学委員会獣

医学分科会、薬学委員会・食料

科学委員会・基礎医学委員会

合同毒性学分科会 

12 月 8日(火) モダリティーが切り拓く次世代創薬 
オンライン

開催 

薬学委員会、薬学委員会化学・

物理系薬学分科会、薬学委員

会生物系薬学分科会 

2021年(令和３年) 

1月 18日(月) 
創薬を加速させる革新的な細胞・臓

器・個体モデル 

オンライン

開催 

薬学委員会生物系薬学分科

会、薬学委員会化学・物理系

薬学分科会 

3月 20日(土) 
食の安全と社会：科学と社会の対話

vol2 

オンライン

開催 

食料科学委員会獣医学分科

会、食料科学委員会・農学委員

会合同食の安全分科会 

3月 21日(日) 農芸化学の目から食の役割を考える 
オンライン

開催 

食料科学委員会・農学委員会

合同農芸化学分科会 

3月 21日(日) 動物たちの意図共有 
オンライン

開催 

統合生物学委員会・心理学・教

育学委員会・基礎生物学委員

会合同行動生物学分科会 

3月 21日(日) 

新型コロナウイルスパンデミック下

での食糧問題に農芸化学分野が果た

す役割 

オンライン

開催 

食料科学委員会・農学委員会

合同農芸化学分科会 

3月 28日(日) 現代社会とアディクション オンライン 基礎医学委員会・臨床医学委
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開催 員会合同アディクション分科

会、基礎医学委員会神経科学

分科会、臨床医学委員会脳と

こころ分科会 

3月 29日(月) ポストコロナの日本の畜産 
オンライン

開催 
食料科学委員会畜産学分科会 

4月 24日(土) 
くすりのエキスパートが語る“よくわ

かる新型コロナウイルスワクチン” 

オンライン

開催 

薬学委員会医療系薬学分科

会、薬学委員会地域共生社会

における薬剤師職能分科会、

薬学委員会化学・物理系薬学

分科会 

5月 8日（日） SDGsにおける繁殖生物学の役割 
オンライン

開催 
食料科学委員会畜産学分科会 

5月 23日(日) 
With/After コロナ時代におけるケ

アの課題と新たな取り組み 

オンライン

開催 

健康・生活科学委員会・臨床医

学委員会合同少子高齢社会に

おけるケアサイエンス分科

会、臨床医学委員会老化分科

会、健康・生活科学委員会看護

学分科会、社会学委員会社会

福祉学分科会 

6月 20日(日), 

6月 27日(日) 

脳とこころから見た With/Post コロ

ナ時代のニューノーマルの課題と展

望 

オンライン

開催 

臨床医学委員会脳とこころ分

科会、心理学・教育学委員会脳

と意識分科会、心理学・教育学

委員会健康・医療と心理学分

科会、第二部大規模感染症予

防・制圧体制検討分科会、基礎

医学委員会神経科学分科会、

基礎医学委員会・臨床医学委

員会合同アディクション分科

会、健康・生活科学委員会・臨

床医学委員会合同少子高齢社

会におけるケアサイエンス分

科会、情報学委員会 

6月 26日(土) 
インセクトワールド－多様な昆虫の

世界 II－ 

オンライン

開催 
農学委員会応用昆虫学分科会 

6月 29日(火) 
新型コロナウイルス感染症対策の現

状と今後-歯科からの発信- 

オンライン

開催 

歯学委員会、歯学委員会臨床

系歯学分科会 

7月 3日(土) コロナ下において考えるべき栄養 
オンライン

開催 

食料科学委員会・農学委員会・

健康・生活科学委員会合同



令和３年度 日本学術会議                                                         

Science Council of Japan 2021 

46 
 

IUNS分科会 

7月 17日(土) 新型コロナワクチンを正しく知る 
オンライン

開催 
第二部 

8月 20日(金) 

第 12 回形態科学シンポジウム：生命

科学の魅力を語る高校生のための集

い～分子と細胞を観る楽しさ～ 

オンライン

開催 

基礎生物学委員会・統合生物

学委員会合同細胞生物学分科

会、基礎医学委員会形態・細胞

生物医科学分科会 

8月 21日(土) 
東京-Evo-リンピック～驚くべき性質

や能力をもつ生き物たち～ 

オンライン

開催 

統合生物学委員会・基礎生物

学委員会合同進化学分科会 

8月 28日(土) 

ポストコロナ社会を見据えた睡眠･生

活リズムのあり方～コロナ自粛から

学ぶ～ 

オンライン

開催 

基礎生物学委員会・基礎医学

委員会・臨床医学委員会・心理

学・教育学委員会合同生物リ

ズム分科会 

9月 14日(火) 食を通して全ての人に健康を 
オンライン

開催 

食料科学委員会・農学委員会

合同農芸化学分科会 

9月 25日(土) 
WITH/AFTER コロナ時代の看護とデジ

タルトランスフォーメーション 

オンライン

開催 

健康・生活科学委員会看護学

分科会、健康・生活科学委員

会・臨床医学委員会合同少子

高齢社会におけるケアサイエ

ンス分科会 

 

（第二部長 武田 洋幸） 
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（３）第三部（理学・工学） 

① 構成と運営 

第三部は、理学・工学分野の科学者から構成されており、環境学、物理学、地球惑星科学、数理

科学、情報学、化学、総合工学、電気電子工学、機械工学、土木工学・建築学、材料工学の 11の分

野別委員会を包含している。このうち、環境学委員会は、第一部、第二部と第三部に跨る委員会で

ある。各分野別委員会は、委員長、副委員長、幹事ら役員のリーダーシップのもとで、会員、連携

会員を中心に審議活動等を行っている。今期は、これらの分野別委員会の下に 80 の分科会が組織

され、それぞれの分野に関わる具体的な重要課題について審議活動等を行っている。また、各分野

別委員会は、それぞれに関連する国内外の学協会や学協会連合と連携した活動を行っている。 

第三部の運営は、会員全員によって構成される第三部会と、部の役員及び副会長、さらに四半期

毎に１回、分野別委員会の委員長も参加する第三部拡大役員会により行われている。拡大役員会は、

原則毎月開催している。 

第三部が直接統括する分科会として、第 24期に引き続き、第三部理工学ジェンダー・ダイバーシ

ティ分科会が設置され、活動している。 

 

② 第 25期の活動方針 

    今期の活動開始後まもなく、日本学術会議のあり方に関する議論がはじまったが、その全体の議

論と平行して、拡大役員会を中心に第三部の今期の活動に関しても、様々な見直しの議論を行った。

日本学術会議全体の方向性については、「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」（令和３年４

月 22 日日本学術会議）にまとめられ、それに基づき具体策が引き続き検討されている。第三部で

は、特に科学的助言機能の強化に向けて、日本学術会議ならではの審議テーマをどのように発掘し、

それらを適宜第一部、第二部とも連携しながら、中長期的、分野横断的、総合的俯瞰的な観点から

どのように審議を進めていくか、について拡大幹事会の場や第三部会の場において繰り返し議論を

行った。 

    具体的には、第一段階として、分野別委員会にアンケートをとり、その調査結果をもとに、令和

３年１月と２月の拡大幹事会において、「第三部内で分野をまたがって横断的に審議すべきテーマ」、

また、「第三部を超えて、第一部、第二部と連携して横断的に審議すべきテーマ」について議論を行

った。そこで、研究力強化、カーボンニュートラル、新型コロナ関係等の様々なテーマが提起され

た。このうち、新型コロナ関係については令和２年暮れに幹事会のもとに設置されたコロナ対応 WG

との連携が進められており、研究力強化に関しては、課題別委員会「我が国の学術の発展・研究力

強化に関する検討委員会」が令和３年６月に設置され、第三部をあげて協力していく予定である。

なお、第 24 期に第三部直轄で設置されていた「第三部理工学系学協会の活動と学術情報に関する

分科会」は、この課題別委員会に発展的に引き継がれたと認識している。また、カーボンニュート

ラルについては、連絡会議が令和３年６月に設置され、その後、71個の分科会が参加することにな

ったが、そのうち約 3/4が第三部関係の分科会であり、こちらも第三部をあげて協力していきたい。 

   第二段階として、4月にとりまとめられた「日本学術会議のより良い役割発揮に向けて」を受け、

第 25 期の早い段階で意思の表出等の審議プランを第三部内で共有し、連携や示唆を与え合う機会

を設けることが有意機と考え、拡大役員会メンバーや分野別委員会役員、分科会役員等が参加し、

令和３年７月８日、13日に合計８時間にわたる意見交換会を WEB開催した。そこでは、審議を開始
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しているもの、これから検討するものも含め、合計 45件の報告があった。それらを大きくカテゴリ

ー分けすると、①新型コロナ対応関係、②カーボンニュートラル関係、③超巨大災害関係、④研究

基盤関係、⑤教育関係、⑥学術分野振興関係、⑦産業競争力関係、⑧医療・生命関係、⑨データ・

情報活用関係、⑩緊急時の科学的情報発信関係、などであった。現在、日本学術会議全体として科

学的助言機能に関する見直し検討が進行中であり、また、様々な課題別委員会や連絡会議が立ち上

がり審議も開始されているので、上記の第三部関係の分科会等における議論も、今後それらと連携

を深めていくことが重要と考えている。さらに、この意見交換会を通して、第三部内での活動計画

に関する情報共有が諮られたため、テーマが重なるものについては、部内の複数の分科会が連携し

ながら審議を進めていくためのスタートが切れたものと考えている。さらに、この意見交換会のま

とめは、第一部、第二部にも共有いただいており、三つの部が様々なテーマについて今後連携して

審議を進めていくためのきっかけとなればと考えている。 

    なお、この意見交換会を通して一つの気づきがあった。日本学術会議における分野別委員会や分

科会単位の審議活動等は、ボトムアップのテーマ出しや審議には適していたが、全体活動との連携

であるとか、複数分科会の連携を調整する機能、連携をサポートする機能がまだまだ不十分である

と感じた。課題別委員会や今期から新たに始まった連絡会議などの取り組みに加えて、日本学術会

議内のボトムアップの活動と全体的な活動をダイナミックにコーディネートしていく機能の強化

が、日本学術会議の機能強化の一環として是非とも検討していく必要がある。 

 

③ 第 25期１年目の活動 

(ⅰ) 部会の開催 

第三部会は、令和２年 10月２日、令和３年４月 21日～22日、令和３年８月 18日～19日の３

回開催した。新型コロナウイルス感染症対策のため、はじめの２回は現地参加と WEB参加のハイ

ブリッド形式で、また８月の夏季部会は WEB開催により行った。夏季部会時には、第三部、広島

大学、中国・四国地区会議等と主催で公開シンポジウム「ジェンダード・イノベーション  ―  一

人ひとりが主役の研究開発が新しい未来を拓く ―」を WEB開催した。 

 

(ⅱ) 意思の表出等に関する意見交換会 

②に述べた通り。 

 

(ⅲ) 理学・工学分野のシンポジウム 

令和２年 10 月から令和３年９月までの期間において、20 件の公開シンポジウムや学術フォー

ラムが第三部関連で開催された。それらはすべて新型コロナウイルス感染症対策のため、WEB 開

催で行われた。以下にその一覧を示す。 

 
《学術フォーラム》 

開催日 名 称 開催場所 委員会・分科会 

2020年(令和２年) 

11 月 11日(水) 
コロナとの共生の時代における分析

化学の果たす役割 

オンライン

開催 
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2021年(令和３年) 

1月 14日(木) 東日本大震災からの十年とこれから

―58学会、防災学術連携体の活動－ 

オンライン

開催 

 

2月 15日(月) 新たな地球観への挑戦―地球惑星科

学の国際学術組織の活動と日本の貢献 

オンライン

開催 
 

7月 3日(土) 

気候変動等による地球環境の緊急事

態に社会とどう立ち向かうか－環境

学の新展開 

オンライン

開催 
 

 
《公開シンポジウム》 

開催日 名 称 開催場所 委員会・分科会 

2020年(令和２年) 

10 月 3日(土) 
複合災害への備え―with コロナ時代

を生きる 

オンライン

開催 
土木工学・建築学委員会 

10 月 14日(水) 
次世代統合バイオイメージングと数

理の協働の展望 

オンライン

開催 

基礎生物学委員会、統合生物

学委員会、基礎生物学委員会・

統合生物学委員会合同生物物

理学分科会、基礎生物学委員

会・統合生物学委員会合同

IUPAB分科会、基礎生物学委員

会・統合生物学委員会・農学委

員会・基礎医学委員会・薬学委

員会・情報学委員会合同バイ

オインフォマティクス分科会 

11 月 29日(日) 
COVID-19 パンデミックを契機として

考える日本の結晶学の現状と今後 

オンライン

開催 

化学委員会、化学委員会・物理

学委員会合同結晶学分科会、

化学委員会 IUCr 分科会 

12 月 7日(月) 第 10回計算力学シンポジウム 
オンライン

開催 
総合工学委員会 

12 月 12日(土) 

科学的知見の創出に資する可視化

(5)：ICT/ビッグデータ時代の文理融

合研究を支援する可視化 

オンライン

開催 

総合工学委員会、 

総合工学委員会科学的知見の

創出に資する可視化分科会 

2021年(令和３年) 

1月 13日(水) 社会生活のデジタル変革 
オンライン

開催 
情報学委員会 

3月 17日(水) 
新型コロナウイルス禍に学ぶ応用物

理：未来社会に向けて 

オンライン

開催 

総合工学委員会未来社会と応

用物理分科会 

3月 17日(水) 
日本学術会議と日本天文学会－より

よい連携のために 

オンライン

開催 

物理学委員会天文・宇宙物理

学分科会、物理学委員会 IAU
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分科会 

5月 21日(金) 
国際光デーシンポジウム 2021～レー

ザー誕生 60 年～ 

オンライン

開催 
総合工学委員会 ICO分科会 

5月 25日(火) 
第 33回環境工学連合講演会 SDGsに

向けた環境工学の役割 

オンライン

開催 
土木工学・建築学委員会 

5月 26日(水) 
地質災害研究の最先端と社会実装へ

の取り組み 

オンライン

開催 

地球惑星科学委員会 IUGS 分

科会 

6月 8日(火) 
分子科学研究所所長招聘会議 広がる

化学系博士人材の未来 

オンライン

開催 
化学委員会 

6月 30日(火)～ 

7月 2日(金) 
安全工学シンポジウム 2021 

オンライン

開催 

総工工学委員会・機械工学委

員会合同工学システムに関す

る安全・安心・リスク検討分科

会 

7月 19日(月) 生存情報学―人類的、社会的課題に対

して、情報学としていかに取り組み生

き延びるか 

オンライン

開催 

情報学委員会環境知能分科会 

8月 18日(水) 

ジェンダード・イノベーション～一人

ひとりが主役の研究開発が未来を拓

く～ 

オンライン

開催 
第三部 

8月 25日(水) 
サービス化する社会とサービス学の

教育実装：高等教育を中心として 

オンライン

開催 

経営学委員会・総合工学委員

会合同サービス学分科会 

8月 26日(木) 大学入試共通テスト「情報」が目指す

もの 

オンライン

開催 

情報学委員会情報学教育分科

会 

9月 18日(土) 
「水」と「水循環」の研究最前線－21

世紀の多分野協創研究にむけて 

オンライン

開催 

地球惑星科学委員会地球・人

間圏分科会 

9月 22日(水) 
海空宇宙の COVID-19 対応と今後のパ

ンデミック対応に向けて 

オンライン

開催 

総合工学委員会・機械工学委

員会合同フロンティア人工物

分科会 

 

(ⅳ) 理学・工学系学協会連絡協議会 

理学・工学系の学協会との連携の一環として理学・工学系学協会連絡協議会（83 学協会）を、

令和２年 10 月 30 日と令和３年６月 24 日に WEB 開催した。任命問題に関する状況報告、日本学

術会議が進めるより良い役割発揮に向けた改革、日本学術会議内において分野横断的に検討が進

められている課題、日本学術会議と学協会との連携活動、多くの学協会に共通する課題、に関す

る情報交換・意見交換を行った。加えて、科学者委員会学協会連携分科会との連携、第 24期に第

三部理工系学協会の活動と学術情報に関する分科会の発出した提言「学術情報流通の大変革時代

に向けた学術情報の再構築と国際競争力強化」のフォローアップの議論を、学協会等と議論して

いく。 

（第三部長 吉村 忍） 
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８．若手アカデミー 
（１）若手アカデミーの構成と運営 

45 歳未満を原則とする若手科学者から構成される若手アカデミーは第 25    

期で３期目を迎えた。今期のメンバー総数は 49 名であり、多様な学術分野 

・地域・属性の若手科学者から構成されている。役員のうち代表を岩崎渉 

（東京大学）、副代表を安田仁奈（宮崎大学）、幹事を小野悠（豊橋技術科学 

大学）・松中学（名古屋大学）が務め、若手アカデミーの活動の中心となる 9 つの分科会が設置さ

れている。 

 

（２）若手アカデミーのミッション 

第 25 期若手アカデミーは、未来の科学・学術を担う、確固たる専門性と多様な背景を特徴とする

ユニークな若手科学者の組織として、幅広い活動を推進している。その大きなミッションは、研究

者コミュニティのみならず政府・産業界・メディア・国民や諸外国の若手アカデミーとも対話・連

携することで、世界や日本が直面する諸問題、また、若手研究者をとりまく諸問題に関する解決策

を提示し、実行していくことである。 

 

（３）若手アカデミー分科会 

第 24 期の活動を踏まえ、第 25 期若手アカデミーでは分科会の数を倍増した。これは、若手科学

者が取り組むべき課題の幅広さに対応し、より効果的な活動を若手アカデミーとして力強く推進す

るためである。具体的には、学術の未来を担う人材育成分科会（平田佐智子委員長）、学術界の業界

体質改善分科会（川口慎介委員長）、越境する若手科学者分科会（石川麻乃委員長）、国際分科会（入

江直樹委員長）、地域活性化に向けた社会連携分科会（加藤千尋委員長）、イノベーションに向けた

社会連携分科会（髙瀨堅吉委員長）、GYA 総会国内組織分科会（新福洋子委員長）、情報発信分科会

（髙田知実委員長）が設置され、関連する諸問題に関する議論・分析やワークショップの開催など

活発な活動を行なっている。加えて、役員と各分科会委員長からなる運営分科会を設置し、円滑な

組織運営に努めている。 

 

（４）日本学術会議の各委員会・分科会への若手アカデミー内の議論の展開 

若手アカデミー外の日本学術会議の委員会・分科会に若手アカデミーから委員が参加し、若手科

学者による議論の内容を踏まえつつ議論・審議を行なっている。具体的には、科学者委員会（岩崎

渉）、同学術体制分科会（中西和嘉）、同男女共同参画分科会（吉永直子）、同学協会連携分科会（川

口慎介）、同学術研究振興分科会（前川知樹）、同研究評価分科会（髙瀨堅吉・松中学）、同地方学術

会議委員会（岸村顕広）、広報委員会国内外情報発信強化分科会（岸村顕広・谷内江望）、同「学術

の動向」編集分科会（川口慎介）、国際委員会 ISC 等分科会（新福洋子）、我が国の学術の発展・研

究力強化に関する検討委員会（川口慎介）、第２部生命科学ジェンダー・ダイバーシティ分科会（新

福洋子）、第３部理工学ジェンダー・ダイバーシティ分科会（川口慎介）等である。 

 

（５）国際活動（特に、令和 4年 Global Young Academy総会・学会に向けた準備の推進） 

今期若手アカデミーでも、国際分科会・GYA 総会国内組織分科会を中心に、国際的な若手アカデ
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ミー団体である Global Young Academy や各国の若手アカデミーと連携しつつ、若手科学者に関する

国際的な取り組み・連携を推進する。GYA には若手アカデミーから岩崎渉、岸村顕広、新福洋子、

安田仁奈がメンバーとして参加しており、令和４年に日本で開催予定の GYA 総会・学会に向けて

準備を進めている。 

 

（６）情報発信（特に、若手アカデミーHP の改善） 

今期若手アカデミーでは、若手アカデミーの活動内容や理念についての積極的な情報発信が必要

であるとの認識に立ち、情報発信分科会を新たに設置した。若手アカデミーHP の改善等を進めて

いる。 

（若手アカデミー代表 岩崎 渉） 
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第３ 活動記録 

１．カレンダー 

令和２年（2020年） 

10/1～3 第 181回総会＜日本学術会議・オンライン＞ 

11/7 北海道地区会議主催学術講演会「感染症との共存の現在と未来」＜オンライン＞ 

11/11 学術フォーラム「コロナとの共生の時代における分析化学の果たす役割」＜オンライン＞ 

11/20 中部地区会議主催学術講演会「コロナ禍・豪雨災害：自然災害に向き合う」＜オンライン＞ 

11/21 中国・四国地区会議主催学術講演会「地域にある大学としての先端学術の振興と地域産業イノ

ベーションへの貢献」＜愛媛・オンライン＞ 

11/25 学術フォーラム「人口縮小と「いのちの再生産」―コロナ禍を超えて持続可能な幸福社会へ―」

＜オンライン＞ 

11/28 学術フォーラム「新型コロナウイルス感染症コントロールに向けての学術の取り組み」＜オン

ライン＞ 

 
令和３年（2021年） 

1/14 学術フォーラム・第 11 回防災学術連携シンポジウム 

東日本大震災からの十年とこれから－５８学会、防災学術連携体の活動－＜オンライン＞ 

2/15 学術フォーラム「新たな地球観への挑戦―地球惑星科学の国際学術組織の活動と日本の貢献

―」＜オンライン＞ 

2/17 学術フォーラム「危機の時代におけるアカデミーと未来」＜オンライン＞ 

3/1 公開ワークショップ「若手科学者が拓く地域と科学の関係」＜オンライン＞ 

3/24 Ｇサイエンス学術会議＜オンライン＞ 

4/21～23 第 182回総会＜日本学術会議・オンライン＞ 

5/8 学術フォーラム「新型コロナウイルスワクチンと感染メカニズム」＜オンライン＞ 

5/27 提言「学術の振興に寄与する研究評価を目指して－定量的評価手法及び資源配分へのその利用

の問い直しを中心に－」 

7/3 学術フォーラム「気候変動等による地球環境の緊急事態に社会とどう立ち向かうか－環境学の

新展開－」＜オンライン＞ 

7/30 中部地区会議主催学術講演会「高齢社会を生きぬくための取り組み」＜石川・オンライン＞ 

9/18 学術フォーラム「新型コロナウイルス感染症の臨床的課題、対策と今後の方向性：臨床の現場

を知り、何をすべきか一緒に考えましょう。」＜オンライン＞ 

9/29～30 フューチャー・アース Governing Council＜オンライン＞ 
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２．一年間の規定改正について 
改正日 改正規定の名称及び主な改正点 

令和２年（2020 年） 

10/29 

（第 302回幹事会） 

「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」の一部改正 

・第２５期への移行に伴い、日本学術会議分野別委員会及び分科会等に関する定めを改 

正 

令和３年（2021 年） 

2/25 

（第 308回幹事会） 

「日本学術会議アドバイザー等について」の一部改正 

・日本学術会議アドバイザー等候補者推薦書について、様式の一部項目を修正 

「補欠の会員の選考手続について」の一部を改正 

・日本学術会議補欠会員候補者推薦書について、様式の一部項目を修正 

「補欠の連携会員の選考手続について」の一部を改正 

・日本学術会議補欠連携会員候補者推薦書について、様式の一部項目を修正 

「特任連携会員の推薦様式について」の一部を改正 

・推薦書について、様式の一部項目を修正 

3/25 

（第 309回幹事会） 

「日本学術会議の行う国際学術交流事業の実施に関する内規」の一部改正 

・「日本学術会議の行う国際学術交流事業の実施に関する内規」について、押印を求める

箇所を削除する定めを改正 

「日本学術会議協力学術研究団体規程」の一部改正 

・「日本学術会議協力学術研究団体規程」について、押印を求める箇所を削除する定めを

改正 

「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」の一部改正 

・「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」について、押印を求める箇所を削

除する定めを改正 

「日本学術会議栄誉会員規程」の一部を改正 

・「日本学術会議栄誉会員規程」について、押印を求める箇所を削除する定めを改正 

6/24 

（第 313回幹事会） 

「日本学術会議の意思の表出における取扱要領」及び「日本学術会議分野別委員会及び

分科会等について」の一部改正 

・「日本学術会議の意思の表出における取扱要領」及び「日本学術会議分野別委員会及び

分科会等について」、提言等のページ数に関する定めを改正 

「委員会等連絡会議について」の決定 

・委員会等における相互の横断的な交流・連携を図るため、幹事会として「委員会等連

絡会議について」の定めを規定 

7/29 

（第 314回幹事会） 

「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」の一部改正 

・「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」について、講演会、シンポジウム

等の実行及び後援名義使用承認基準に関する定めを改正 

「日本学術会議主催学術フォーラムの選定及び実施について」の一部改正 

・「日本学術会議主催学術フォーラムの選定及び実施について」について、学術フォーラ

ムの選定に関する定めを改正 



令和３年度 日本学術会議                                                         

Science Council of Japan 2021 

55 
 

「日本学術会議後援名義の使用承認基準」の一部改正 

・「日本学術会議後援名義の使用承認基準」について、承認の基準に関する定めを改正 

「日本学術会議の行う国際学術交流事業の実施に関する内規」の一部改正 

・「日本学術会議の行う国際学術交流事業の実施に関する内規」について、「加入国際学

術団体に関する調査票」の項目の追加、及び後援に関する規程の改正 

9/30 

（第 316回幹事会） 

「日本学術会議の運営に関する内規」の一部改正 

・「日本学術会議の運営に関する内規」について、講演会、シンポジウム等主催提案書に

関する定めを改正 

「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」の一部改正 

・「日本学術会議分野別委員会及び分科会等について」について、講演会、シンポジウム

等主催提案書に関する定めを改正 

「日本学術会議主催学術フォーラムの選定及び実施について」の一部改正 

・「日本学術会議主催学術フォーラムの選定及び実施について」について、学術フォーラ

ムの選定に関する定めを改正 
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 声明「科学者の行動規範」（抄） 
平成 18 年 10 月３日制定  

平成 25 年１月 25 日改訂  

Ⅰ．科学者の責務 

（科学者の基本的責任） 

１ 科学者は、自らが生み出す専門知識や技術の質を担保する責任を有し、さらに自らの専門知識、技術、経

験を活かして、人類の健康と福祉、社会の安全と安寧、そして地球環境の持続性に貢献するという責任を有

する。  
 

（科学者の姿勢）  

２ 科学者は、常に正直、誠実に判断、行動し、自らの専門知識・能力・技芸の維持向上に努め、科学研究によ

って生み出される知の正確さや正当性を科学的に示す最善の努力を払う。 
 

（社会の中の科学者）  

３ 科学者は、科学の自律性が社会からの信頼と負託の上に成り立つことを自覚し、科学・技術と社会・自然環

境の関係を広い視野から理解し、適切に行動する。  
 

（社会的期待に応える研究） 

４ 科学者は、社会が抱く真理の解明や様々な課題の達成へ向けた期待に応える責務を有する。研究環境の

整備や研究の実施に供される研究資金の使用にあたっては、そうした広く社会的な期待が存在することを常

に自覚する。 

 

（説明と公開）  

５ 科学者は、自らが携わる研究の意義と役割を公開して積極的に説明し、その研究が人間、社会、環境に及

ぼし得る影響や起こし得る変化を評価し、その結果を中立性・客観性をもって公表すると共に、社会との建

設的な対話を築くように努める。 

 

（科学研究の利用の両義性）  

６ 科学者は、自らの研究の成果が、科学者自身の意図に反して、破壊的行為に悪用される可能性もあること

を認識し、研究の実施、成果の公表にあたっては、社会に許容される適切な手段と方法を選択する。 

 

Ⅱ．公正な研究 

（研究活動）  

７ 科学者は、自らの研究の立案・計画・申請・実施・報告などの過程において、本規範の趣旨に沿って誠実に

行動する。科学者は研究成果を論文などで公表することで、各自が果たした役割に応じて功績の認知を得

るとともに責任を負わなければならない。研究・調査データの記録保存や厳正な取扱いを徹底し、ねつ造、

改ざん、盗用などの不正行為を為さず、また加担しない。 
 

（研究環境の整備及び教育啓発の徹底）  

８ 科学者は、責任ある研究の実施と不正行為の防止を可能にする公正な環境の確立・維持も自らの重要な

責務であることを自覚し、科学者コミュニティ及び自らの所属組織の研究環境の質的向上、ならびに不正行 
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 為抑止の教育啓発に継続的に取り組む。また、これを達成するために社会の理解と協力が得られるよう努

める。 
 

（研究対象などへの配慮）  

９ 科学者は、研究への協力者の人格、人権を尊重し、福利に配慮する。動物などに対しては、真摯な態度でこ

れを扱う。  
 

（他者との関係）  

１０ 科学者は、他者の成果を適切に批判すると同時に、自らの研究に対する批判には謙虚に耳を傾け、誠実

な態度で意見を交える。他者の知的成果などの業績を正当に評価し、名誉や知的財産権を尊重する。 また、

科学者コミュニティ、特に自らの専門領域における科学者相互の評価に積極的に参加する。 

 

Ⅲ．社会の中の科学 

（社会との対話） 

１１ 科学者は、社会と科学者コミュニティとのより良い相互理解のために、市民との対話と交流に積極的に参

加する。また、社会の様々な課題の解決と福祉の実現を図るために、政策立案･決定者に対して政策形成に

有効な科学的助言の提供に努める。その際、科学者の合意に基づく助言を目指し、意見の相違が存在する

ときはこれを解り易く説明する。 
 

（科学的助言） 

１２ 科学者は、公共の福祉に資することを目的として研究活動を行い、客観的で科学的な根拠に基づく公正

な助言を行う。その際、科学者の発言が世論及び政策形成に対して与える影響の重大さと責任を自覚し、権

威を濫用しない。また、科学的助言の質の確保に最大限努め、同時に科学的知見に係る不確実性及び見

解の多様性について明確に説明する。 
 

（政策立案･決定者に対する科学的助言） 

１３ 科学者は、政策立案･決定者に対して科学的助言を行う際には、科学的知見が政策形成の過程において

十分に尊重されるべきものであるが、政策決定の唯一の判断根拠ではないことを認識する。科学者コミュニ

ティの助言とは異なる政策決定が為された場合、必要に応じて政策立案･決定者に社会への説明を要請す

る。 

 

Ⅳ．法令の遵守など 

（法令の遵守）  

１４ 科学者は、研究の実施、研究費の使用等にあたっては、法令や関係規則を遵守する。  
 

（差別の排除）  

１５ 科学者は、研究・教育・学会活動において、人種、ジェンダー、地位、思想・信条、宗教などに 

よって個人を差別せず、科学的方法に基づき公平に対応して、個人の自由と人格を尊重する。  
 

（利益相反）  

１６ 科学者は、自らの研究、審査、評価、判断、科学的助言などにおいて、個人と組織、あるいは異なる組織

間の利益の衝突に十分に注意を払い、公共性に配慮しつつ適切に対応する。

（以 上） 
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日本学術会議 
協力学術研究団体 
（ 約 2,100 団体） 

日本学術会議 

会 長 
梶田 隆章 

副会長（３） 
〈科学者委員会担当〉 

望月 眞弓 
〈科学と社会委員会担当〉 

菱田 公一 
〈国際委員会担当〉 

髙村 ゆかり 

部 
第一部（人文・社会科学） 

部長 橋本 伸也 
第二部（生命科学） 

部長 武田 洋幸 
第三部（理学・工学） 

部長 吉村 忍 

幹事会 

■幹事会附置委員会（４） 

■機能別委員会（４） 

■分野別委員会（３０） 
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【お問い合わせ】 
日本学術会議事務局企画課 

〒 106-8555 
東京都港区六本木 7-22-34 
TEL 03-3403-3768 
FAX 03-3403-1260 
URL ： http://www.scj.go.jp 

【アクセス】 
東京メトロ千代田線「乃木坂」駅 
青山霊園方面５番出口 徒歩１分 

■若手アカデミー 

■地区会議 

事務局 
事務局長 三上 明輝 

企画課 
管理課 
参事官（審議第一） 
参事官（審議第二） 
参事官（国際業務） 

会員 210 人 ( 定員 ) 
連携会員 約 2,000 人 
（含：特任連携会員） 

 

 
 

 


